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＜具体的施策（３８施策）の個票＞ 

交通安全対策委員会 

※短期指標の見直しを実施 

 

【高齢者事故防止】 １ー① 運動能力や身体機能に着目した啓発・講習の実施 

課題 

客観的 

課題 

・高齢者の歩行中や自転車の死亡事故が多い 

・運動能力や身体機能の変化に応じた行動が取れていない 

・高齢者関連事故において高齢者が加害者となる事故の割合が増加している 

主観的 

課題 
・高齢者が交通安全に関する知識を得る機会が少ない 

目標 高齢者関連事故の減少、高齢者が第一当事者となる交通事故件数（割合）の減少 

内容 
歩行中や自転車・自動車運転中に自らの運動能力等を自覚した行動を意識してもらうため、

様々な機会を捉えた講習を実施するとともに、運転免許の自主的な返納に関する啓発を行う。 

対象者 一般市民（高齢者） 

実施者 交通安全協会、交通安全指導員等ボランティア、老人クラブ連合会等関係団体、警察、市など 

対策委員会の関わり 

・交通安全講習会の開催 

・街頭啓発キャンペーン、各種交通安全イベントへの参加 

・委員の所属団体や関係団体における啓発、団体広報紙等への記事掲載 

・チラシ、啓発グッズの作成 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇高齢者交通安全講習の実施 

・老人会など地域の高齢者向けに講習を実施。[警察]（集計中） 

〇交通安全イベントにおける高齢ドライバーの事故防止啓発 

・四季の交通安全運動に合わせたキャンペーンの中で、高齢ドライバーの事故防止を啓発。

（2回） 

○ケーブルテレビを活用したタイムリーな広報啓発【新規】 

・交通死亡事故件数の増加を受け、久留米警察署と協働でドライバーや歩行者へ安全な運

転や歩行、交通ルール・マナーの遵守を呼びかけた。 

〇自主活動の活性化に向けた交通安全情報の提供 

・交通安全指導員の交通安全活動や啓発活動等に活用してもらうため、交通情勢や交通指

導の内容等について情報提供。 

 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、キャンペーン等の啓発活動は中止、又は規模を縮小 

2021 年度の方針  

及び 

課題等 

SNSや各団体の広報紙等を活用した交通安全情報の提供 

運転免許証自主返納啓発の充実 

・運転免許証の自主返納に関する支援サービス内容を、より分かりやすく伝える HP やチラシ

を作成し、運転に不安を抱える人に自主返納のきっかけにしてもらう。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

①高齢者対象交通安全講習の実施回数 回 30 30 50 35 96 

②高齢ドライバー向け啓発活動の実施回数 回 
2017よ

り実施 
10 12 11 2 

【短期】認識・知識 
講習参加者の意識の変化[アンケート] 
受講前後で「体調が優れない時は運転を控え

る」等、安全行動に対する意識の変化 
％ 2021年より実施 

【中期】態度・行動 運転免許自主返納者数[警察統計] 人 509 1,268 1,154 1,040 
２０２０から

非公表 

【長期】状況 
①第 1 当事者となる高齢者の交通事故発生件数 件 515 482 436 350 296 

②全事故件数に占める①の割合 ％ 18.7 19.4 20.3 20.1 22.4 

個票 

参考資料３ 
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新型コロナウイルス感染症の影響により平常とは異なる環境であることから、今年度に予定していた SC実態調査は延期 

【高齢者事故防止】 １－② 明るい服及び反射材の着用キャンペーンの実施 

課題 

客観的 

課題 
・高齢者の歩行中や自転車の死亡事故が多い 

・薄暮時から夜間にかけての歩行中の事故が多い 

主観的 

課題 
高齢者が交通安全に関する知識を得る機会が少ない 

目標 夕方・夜間の高齢者関連交通事故件数（割合）の減少 

内容 
夜間・薄暮時の外出時に車両から早期に発見されることで交通事故を回避するため、高齢者に

対して、明るい服や反射材の着用を促す街頭キャンペーンを実施する 

対象者 一般市民（高齢者） 

実施者 交通安全協会、交通安全指導員等ボランティア、老人クラブ連合会等関係団体、警察、市など 

対策委員会の関わり 

・交通安全講習会の開催 

・街頭啓発キャンペーン、各種交通安全イベントへの参加 

・委員の所属団体や関係団体における啓発、団体広報紙等への記事掲載 

・チラシ、啓発グッズの作成 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇学生や老人会との協働による交通安全イベント実施【新規】 

・秋の交通安全運動期間に、筑水高校、老人クラブと協働で交通安全を祈願して鉢植えを行

い、駅利用者に事故防止を呼びかけた。（1 回：JR善導寺駅前花壇） 

〇キャンペーンやイベントの機会を利用した反射材配布 

・街頭啓発の機会を利用し、警察やボランティアと連携して 

反射材を配布。（5回：415個） 

〇出前講座で反射材着用を呼びかけ 

・老人クラブリーダー研修会等で出前講座を開催し、反射材の 

効果を認識してもらうことで参加者の反射材着用を促進。 

○老人クラブ福祉大会での反射材配布 

・市内の老人クラブが集まる老人クラブ福祉大会で反射材、啓発チラシを配布。（550 ｾｯﾄ） 

〇地域行事における交通安全啓発の支援（反射材提供）（180個）※青峰・南・大善寺校区 

○防犯分野との連携 

・年末特別警戒出発式の際、詐欺被害への注意を促す啓発物等と併せて反射材を配布。 

〇交通安全指導員の制服のリニューアル【新規】 

・反射材を使用した制服を配布し、指導員自身の安全確保に加え、反射材の効果をＰＲ。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、キャンペーン等の啓発活動は中止、又は規模を縮小 

2 0 2 1 年 度 の 方 針 

及び 

課題等 

反射材着用等の重要性を知る機会の拡大 

・SNS や広報紙等を活用し、反射材の効果や着用促進を周知 

他分野との連携 

・防犯や高齢者安全の分野との連携 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
①キャンペーンの実施回数 回 11 10 12 12 5 

②出前講座の実施回数 回 12 4 11 11 1 

【短期】認識・知識 

講習参加者の意識の変化[アンケート] 

受講後、「必ず反射材を身につけて外

出するようにする」と答えた方の割合 

％ 

2017

より調

査 

59.1 72.2 72.3 74.3 

【中期】態度・行動 
反射材の着用率[SC 実態調査(3年毎)] 

 ※必ず身に着けている人の割合 
％ 

2017

より調

査 

7.5 － － － 

【長期】状況 

①高齢者の夕方・夜間（15時～21時）

における交通事故発生件数 
件 275 249 237 190 158 

②高齢者人口 1 万人あたりの①の件数 件 35.2 31.2 29.6 23.2 19.0 
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【高齢者事故防止】 １－③ 安全安心マップの作成  １－①に統合 

課題 

客観的 

課題 
高齢者の歩行中や自転車の死亡事故が多い 

主観的 

課題 
住んでいる地域でも、どこで交通事故が起きているか知らない 

目標 高齢者の交通事故発生件数、全事故に占める割合の減少 

内容 
交通事故発生箇所や危険な箇所を記載した地図を作成し、見守り活動や安全施設整備など

様々な交通安全活動に活用する 

対象者 一般市民 

実施者 
交通安全協会、交通安全指導員等ボランティア、地域コミュニティ組織等関係団体 

警察、市 など 

対策委員会の関わり 
・地域との協働による研修、フィールドワーク 

・防犯、防災分野との連携、調整 

見直しの 

理由等 

「安全安心マップの作成」を施策として設定するのではなく、全般的な高齢者事故防止啓発

の中で、歩行中や自転車の事故防止につながる啓発・情報提供を行う。 

 

【理由】 

①すでに多くの校区で（スポンサー付き）安全マップや各分野のマップが作成されており、種

類が増えすぎてわかりづらい。また、それら全てをまとめたとしても、情報を詰めすぎて見

づらくなってしまうといった意見がある。 

②マップ作成には、ＰＴＡ等の地域住民が複数のグループに分かれフィールドワークを行う

必要があるが、参加者不足や参加者の負担等が懸念され、作成を希望する校区が挙がってこ

ない。 

 

【今後】 

→１－①で各種啓発を行う中で、「どこでどういった事故が起きているかわからない」という

高齢者等に、市内で発生する事故の場所や特徴など交通安全に関する情報を提供し、知識や意

識の向上につなげてもらう。 

 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
市との協働によりマップ作成に取り

組んだ校区数 

校区 

（延べ） 

1 

(3) 

2 

(5) 

1 

(6) 

1 

（7） 

0 

（7） 

【短期】認識・知識 
マップ作成校区の交通事故発生件数 

[警察統計]（前年比） 件 
240 

(-4) 

410 

(-33) 

424 

(-73) 

385 

(-101） 

229 

(-156） 

【中期】態度・行動 
マップを作成し、交通安全に取り組んでいる校区数 

[各校区へのアンケート調査] 校区 29 29 34 34 34 

【長期】状況 
①高齢者の交通事故発生件数 件 792 734 676 538 427 

②高齢者人口 1 万人あたりの①の件数 件 101.5 91.8 84.5 65.6 51.4 
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新型コロナウイルス感染症の影響により平常とは異なる環境であることから、自転車駐輪場利用者アンケートは延期 

【自転車安全利用】 １－③ 交通安全教室の実施 

課題 

客観的 

課題 
10 歳代の自転車事故が突出して多い 

主観的 

課題 
年代に応じた交通安全教育が不足  10歳代前半：自転車に慣れていない 

10 歳代後半：通学など行動範囲の拡大 

目標 自転車の交通事故発生件数・全事故に占める割合の減少 

内容 
地域の交通安全ボランティアの協力を得て、年齢に応じた交通安全教育を実施するとともに、

対象を中学生、高校生に拡大して実施 

対象者 幼稚園・保育園児、小学生、中学生、高校生 

実施者 地域交通安全活動推進委員、交通安全指導員、交通安全協会、学校、警察、市 など 

対策委員会の関わり 

・交通安全教室の実施 

・委員の所属団体や関係団体における啓発 

・チラシ、啓発グッズの作成 

2 0 2 0 年 度 の 実 績 

及び 

改善した点等 

〇年齢層に応じた「交通安全教室」実施 

・警察や交通ボランティア等と連携し、児童・生徒が道路の正しい歩行や自転車に乗る前の

点検方法や正しい走行について学ぶ交通安全教室を実施。 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、啓発 DVD 等の貸出による交通安  

全の啓発も実施。 

○小学校において、校内放送で交通安全の呼びかけ、また校舎内に啓発チラシ・ポスター掲示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、交通安全教室や出前講座は中止、又は規模を縮小 

2021 年度の方針 

及び 

課題等 

中学生・高校生への新たなルールの周知と交通安全教育の推進 

・条例改正による新たなルールの周知と、ルール・マナーを遵守し安全な行動を取るための

交通安全教育の推進に向けた働きかけを行う。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
①交通安全教室の実施回数 回 192 247 291 339 279 

②参加者数 人 19,436 26,851 27,353 25,191 9,303 

【短期】認識・知識 

交通ルールについて、「知っており、

守っている」と答えた割合 

[自転車駐車場利用者アンケート※19 歳以下]  

％ 59.6 56.1 70.1 75.3 － 

【中期】態度・行動 
自転車関連事故に占める 19 歳以下の

件数[警察統計] 
件 163 136 119 90 57 

【長期】状況 自転車の交通事故発生件数 件 403 368 308 251 200 
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新型コロナウイルス感染症の影響により平常とは異なる環境であることから、自転車駐輪場利用者アンケートは延期 

 

【自転車安全利用】 １－④ 自転車安全利用キャンペーンの実施 

課題 

客観的 

課題 
・10歳代の自転車事故が突出して多い 

・自転車に関するルールを守らない、知らない人が多い 

主観的 

課題 
自転車は車両であるという意識が低い 

目標 自転車の交通事故発生件数・全事故に占める割合の減少 

内容 
駅周辺や自転車駐車場において、自転車利用者を対象に、ルール・マナー遵守の徹底と安全利

用を呼びかける街頭啓発を実施 

対象者 一般市民（自転車利用者） 

実施者 
地域交通安全活動推進委員、交通安全指導員、交通安全協会、自転車商組合等関係団体 

警察、市など 

対策委員会の関わり 

・街頭啓発キャンペーン、各種交通安全イベントへの参加 

・委員の所属団体や関係団体における啓発、団体広報紙等への記事掲載 

・チラシ、啓発グッズの作成 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇自転車安全利用啓発の実施 

・警察等と連携して、自転車の安全利用を呼びかける啓発を実施（4回）  

○交通安全啓発シールの作成・配布【新規】 

・交通安全啓発シールを作成し、年末の交通安全運動に合わせ市窓口や警察、安全運転管理

協議会加盟団体等の窓口に掲示することで、来客者等に交通ルール・マナーを啓発。 

〇市内の新中学生全員に自転車安全利用五則チラシ、福岡県自転車条例改正啓発チラシを配

 布（1月入学説明会、3,000 部） 

※防犯分野と連携し、「自転車ツーロック」を同時に呼びかけ 

○自転車保険加入義務化の周知（県条例改正により 2020年 10月１日から義務化） 

・市関係施設、及び校区コミニティセンター等へチラシ設置等 計 3740 枚 

○LINEや HP を活用した広報啓発 

・セーフコミュニティ通信等や久留米市公式 LINE、HP で、自転車の保険加入義務化や交通

ルール・マナー等について呼びかけた。 

 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、キャンペーン等の啓発活動は中止、又は規模を縮小 

2 02 1 年 度 の 方 針 

及び 

課題等 

自転車保険加入やヘルメット着用義務の周知・啓発 

・SNS や広報紙のほか、様々な機会を利用して、自転車保険加入やヘルメット着用の義務に

ついて広く周知を行う。 

防犯対策委員会との連携 

・自転車利用者への安全利用啓発と併せて、防犯対策の「自転車ツーロック」の促進を行う。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 キャンペーンの実施回数、配布物数 
回 13 14 18 14 4 

セット 4,000 4,160 5,000 3,400 5,325 

【短期】認識・知識 

交通ルールについて、「知っており、

守っている」と答えた割合 

[自転車駐車場利用者アンケート※20 歳以上]  

％ 75.6 72.9 69.2 80.1 － 

【中期】態度・行動 
自転車関連事故に占める 20 歳以上の

件数[警察統計] ％ 240 232 189 161 143 

【長期】状況 自転車の交通事故発生件数 件 403 368 308 251 200 
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児童虐待防止対策委員会 

 

 

【児童虐待防止】 ２－①新生児訪問事業の地域連携 

課題 

客観的 

課題 
・地域で子育て家庭が孤立している 

・虐待者の約６０％が実母である 

主観的 

課題 
・子育てに困難を感じている保護者が多い 

・子育ての相談相手がいない、相談窓口を知らない人が多い 

目標 地域で気軽に相談できる体制作り 

内容 
市が行っている「新生児訪問事業」の地域連携として、各地域の住民の一人でもある主任児

童委員が同行訪問し、子育て中の保護者と地域をつなげ、孤立を防ぐ。 

対象者 子育て中の家庭の母親 

実施者 市（こども子育てサポートセンター）、主任児童委員 

対策委員会の関わり 構成メンバーである久留米市民生委員児童委員協議会の主任児童委員が同行訪問している。 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・市内４校区（荘島、小森野、金島、津福）において、 

市が行っている「新生児訪問事業」に主任児童委員が 

同行訪問し、子育て中の保護者と地域をつなげ、孤立を 

防ぐ取り組みを行った。 

・コロナウイルス感染拡大防止のため、5月中は中止した。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・民児協の主任児童委員部会、市（こども子育てサポートセンター）と協議を行いながら、

コロナウイルス感染症対策を行った同行訪問を実施する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
主任児童委員による妊産婦や子育て

家庭への家庭訪問件数 
件 11 13 14 48 31 

【短期】認識・知識 

市内の子育てに関する相談窓口の 

認知度 

[セーフコミュニティ実態調査] 

％ 2021年度より実施予定 

【中期】態度・行動 

子育てに困難を感じている人の 

うち、相談していない人の割合 

[セーフコミュニティ実態調査] 

％ 2021年度より実施予定 

【長期】状況 

児童虐待の発生件数（①児童相談の

件数 ②児童虐待の対応件数）  

※周知に伴い増加の見通し。②につい

ては長期での減少を目指す。 

件 

① 1,221 1,590 1,786 2,633 3,761 

② 203 250 261 303 360 
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【児童虐待防止】 ２－② 赤ちゃんふれあい体験事業 

課題 

客観的 

課題 親になるための教育が十分でないと感じている保護者が３０％近くいる 

主観的 

課題 
核家族化や地域とのつながりの希薄化などの影響により、自分が親になる前に子どもと接す

る機会が減少している 

目標 親になるための十分な教育の支援 

内容 将来、親になる中学生に子育て体験をしてもらう。 

対象者 中学生、２０１５年度から小学生にも対象拡大 

実施者 各校区のすくすく子育て委員会 

対策委員会の関わり 構成メンバーである久留米市民生委員児童委員協議会の中の主任児童委員が実施している。 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・実施校を拡大し、地域・小中学校・市の協働による事業を実施 

 ※2020 年度はコロナウイルス感染拡大防止のため、赤ちゃんとのふれあいは中止。 

［中学校］実施予定７校 

青陵中学校 ：中止 

江南中学校 ：中止 

良山中学校 ：１２月１２日 助産師の講話のみ実施 

田主丸中学校：中止 

明星中学校 ：中止 

宮ノ陣中学校：中止 

三潴中学校 ：１０月２１日、１０月２３日  

中学校と久留米大学との連携による講話、人形を使った沐浴体験、妊婦体験 

※城南中学校については、今年度から実施予定であったが、見送りとなった。 

［小学校］実施予定２校 

荘島小学校 ：９月９日 助産師による講話、人形を使った沐浴体験、妊婦体験 

小森野小学校：中止 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・対策委員会が主体となって地域及び学校と連携し、実施校の拡大を目指す。 

また、コロナウイルス感染症対策を行った取り組みの手法について検証を進める。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
赤ちゃんふれあい体験・保育体験等の

実施学校数 
校 6 8 9 8 中止 

【短期】認識・知識 
命の大切さについての認識の向上 

[参加者アンケート] 
％ 

2017年

から実施 
95.8 92.5 96.4 - 

【中期】態度・行動 
赤ちゃんふれあい体験等の新規実施

校数 
校 1 2 2 1 0 

【長期】状況 

児童虐待の発生件数（①児童相談の 

件数 ②児童虐待の対応件数）  

※周知に伴い増加の見通し。②につい

ては長期での減少を目指す。 

件 

① 1,221 1,590 1,786 2,633 3,761 

② 203 250 261 303 360 
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【児童虐待防止】 ２－③ 児童虐待防止啓発事業 

課題 

客観的 

課題 
・虐待を受けた子どもの大半は、小学生以下である 

・子ども自身からの相談が少ない 

主観的 

課題 
子どもが虐待に関する正しい知識を得るための学習機会が少ない 

目標 子ども自身から相談できる体制づくり 

内容 
啓発活動（オレンジリボンの作製、街頭キャンペーン） 

児童虐待防止の講演会の実施 

対象者 一般市民 

実施者 主に久留米市要保護児童対策地域協議会 

対策委員会の関わり 対策委員会の構成メンバーと連携した啓発活動等の実施 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・コロナウイルス感染拡大防止のため、街頭キャンペーンは中止。 

・１１月１９日に「面前ＤＶ防止」と「体罰をしない子育て」をテーマに市役所で、市（家庭子ど

も相談課）、久留米警察署、うきは警察署、久留米児童相談所とチラシ等の配布を行った。また、

１０月から、予防接種セットへのチラシの同封を開始し、出生後の保護者への啓発を行った。 

・１１月の児童虐待防止月間に、オレンジパープルツリーの設置を行った。 

・１１月の児童虐待防止月間に、市の関係窓口でオレンジリボンと啓発物の配布を行った。 

・「体罰をしない子育て」のパネル展示及び子育て支援機関への講座を実施した。 

  

 

2021年度の方針 

及び課題等 

・児童虐待防止の認識と子育てに関する相談窓口等を、一層多くの市民に周知するために、 

実施内容等の検討を進める。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 イベントや講習会等の参加者数 人 688 1,130 956 890 中止 

【短期】認識・知識 
子どもの権利や児童虐待についての

知識の向上[啓発チラシの配布枚数] 
枚 継続的に実施 3,095 3,890 

【中期】態度・行動 

子どもの権利や児童虐待についての

知識の向上[啓発チラシの配布枚数] 

※短期指標と同じ。今後子どもへの啓

発事業等が進めば見直す予定。 

枚 継続的に実施 3,095 3,890 

【長期】状況 

児童虐待の発生件数（①児童相談の 

件数 ②児童虐待の対応件数）  

※周知に伴い増加の見通し。②につい

ては長期での減少を目指す。 

件 

① 1,221 1,590 1,786 2,633 3,761 

② 203 250 261 303 360 
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学校安全対策委員会                          

 

※１ 2019 年度までは校舎内外の怪我を分けて算出していたが、2020 年度からまとめて算出してい

る。（2016～2019 年度については、上段が校舎内の怪我の割合、下段が校舎外の怪我の割合） 

【学校安全】 ３－① 《学校内の安全指導》校舎内外で安全に過ごす意識付けと実践化を図る取組の実施  

課題 

客観的 

課題 

・学年が上がるほど、けがが多くなる傾向がある 

・学校でのけがは、「休み時間」に最も多く発生し、校舎内では「教室」や「廊下」で、校舎

外では「運動場」で起こるものが多い 

主観的 

課題 
学校内で安全に過ごすための認識や意識が低い 

目標 学校内・校舎内外でのけがの件数の減少 

内容 
各学校の上級生児童で組織する保健委員会や安全委員会等の児童会による呼びかけ等の活動

を行い、教室や廊下、運動場などで安全に過ごす意識を高める 

対象者 児童 

実施者 児童、教職員 

対策委員会の関わり 取組に対する助言 

2020 年度の実績  

及び 

改善した点等 

 けがの多い場所や時間帯に対応する取組や委員会・児童会を中心とした自主的・自治的な

活動を強化できるよう取組を実施した。 

（取組例） 

・月のめあての設定とふり返り・評価等（44校） 

・外遊びや雨の日の遊び方に関するルール作りなど（44 校） 

・校内放送による安全に関する呼びかけ等（42校） 

・安全な遊び方の紹介（33校） 

・代表委員会の議題にあげるなど、児童による自治的な活動の推進（31校） 

・校内安全マップ、安全啓発ポスター、標語等の作成・掲示（30校） 

【本施策を重点取組とした学校 ７校】 

2021 年度の方針  

及び 

課題等 

（課題） 

ルールを理解しているものの守ることができていない児童が多い 

（方針） 

・委員会・児童会を中心とした自主的・自治的な活動の強化 

・具体的生活場面等と通したルール指導 

・特別活動の時間における重点的な指導 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
児童が主体となった活動を実施する

学校数（４６校中） 
校 

2017  

より 

全校に 

拡大 

46 46 46 46 

【短期】認識・知識 
校舎内外のルールに対する理解
[各学校の校舎内の安全に関するアンケート集計] 

％ 98 98 98 98 

【中期】態度・行動 
校舎内外のルールを守る態度 
[各学校の校舎内の安全に関するアンケート] 

％ 58 58 52 57 

【長期】状況 

校舎内外でのけがの割合 ※１ 

(校舎内外のけが件数／市内全児童数) 

[日本スポーツ振興センター災害給付対象けが状況] 

％ 
4.8 4.4 4.5 3.7 

6.5※１ 
4.3 3.6 3.8 3.5 

※当初、上津小学校をモデル校として取り組みを進め、現在は各学校の特性を活かしながら全校へ拡大しています。 
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【学校安全】 ３－② 《学校内の安全指導》いじめの未然防止・早期発見・早期対応の取組の実施 

課題 

客観的 

課題 
・近年、いじめの認知件数は、年間 800～1000件程度発生している 

・いじめに対して正しく認識できていない児童もいる 

主観的 

課題 
いじめを受けた児童は、大人に相談することは少なく、周囲の友達やアンケート等で発覚する 

ことが多い 

目標 いじめの積極的認知と解消率の向上 

内容 

人間関係調整力を育むソーシャルスキルトレーニングや、いじめを発見するための定期的な

アンケート、教育相談など、いじめの芽を摘む積極的な取組により、いじめの未然防止、早期

発見・早期対応を図る 

対象者 児童 

実施者 教職員、関係機関 

対策委員会の関わり 取組に対する助言 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

各学校の実態に応じて、いじめの芽を摘む積極的な取組や、いじめの早期発見・早期対応の取

組を実施した。 

（取組例） 

・いじめに関するアンケート及び教育相談の実施（46校） 

・いじめ認知後の事後指導の充実（全教職員での共通理解、個別・学級指導、保護者と連携等）

（46校） 

・いじめ・不登校問題対策委員会の定例開催（43 校） 

・保護者向けチェックリストの配付や保護者向け啓発活動等の実施（42校） 

・相談ポストの広報と活用（41校） 

・ネットいじめに関する学級指導（38校） 

【本施策を重点取組とした学校 18校】 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

（課題） 

・いじめの認知や対応方法等について、学校ごとの差が大きい 

（方針） 

・積極的にいじめを認知し、解消率を向上支えていくための教職員研修等の充実 

・いじめの早期発見・早期対応の取組の強化 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

いじめの未然防止や早期発見等、 

学校独自の取組を行っている学校数

（４６校中） 

校 

2017 

より 

全校に 

拡大 

46 46 46 46 

【短期】認識・知識 
いじめについての理解 
[各学校のいじめに関するアンケート] 

％ 99 100 100 100 

【中期】態度・行動 
いじめをしない態度 
[各学校のいじめに関するアンケート] 

％ 84 87 86 88 

【長期】状況 
いじめの解消率 
[児童生徒の問題行動に関する調査 ] 

％ 88.5 82.6 75.4 88.1 78.6 
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【学校安全】 ３－③ 《学校内の安全指導》火災・地震等の災害から身を守る安全教育の実施  

課題 

客観的 

課題 小・中学校の安全教育の中で「防災意識を高めるための教育」に対する市民の期待が高い 

主観的 

課題 
近年、多発する地震や水害により、災害から身を守る安全教育の見直しを図る機運が高まって

いる 

目標 災害時の避難に不安を感じない児童の増加 

内容 
実際の災害時を想定した、実践的な避難訓練などにより、万が一の災害時に落ち着いて安全に

避難できる知識や態度の育成を図る 

対象者 児童 

実施者 教職員、関係機関 

対策委員会の関わり 取組に対する助言 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

各学校の校区や校舎配置等の実態に応じて、実際の災害時を想定した実践的な避難訓練や、避

難方法に対する知識を養う防災教育等の取組を実施した。 

（取組例） 

・火災や地震の避難訓練の実施（46 校） 

・非常時の緊急下校等についての指導及び保護者連絡先の確認等（引渡しカードの作成等）

（43校） 

・避難経路や避難方法等の定期的な見直し（42校） 

・教科等の時間を活用した防災についての学習（39校） 

【本施策を重点取組とした学校２校】 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

（成果） 

避難訓練に真剣に参加することができる児童が増えている。 

（課題） 

災害時の避難に対して自信をもてない子どもが多い。 

（方針） 

・実際の災害時を想定した実践的な避難訓練の実施 

・災害やその避難に対する知識を養う防災教育の実施 

・避難訓練後の児童生徒の自己評価や教師による他者評価等の工夫と充実 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

防災に関する内容を計画的に年間指

導計画に位置付けている学校数 

（４６校中） 

校  46 46 46 46 

【短期】認識・知識 
災害時の避難の仕方についての理解 

[各学校の防災に関するアンケート] 
％  97 97 99 98 

【中期】態度・行動 

災害時の避難の仕方を踏まえて避難

訓練にのぞむ児童の割合 

[各学校の防災に関するアンケート] 

％  91 92 94 94 

【長期】状況 

学校内での災害に不安を感じない児

童の割合 

[各学校の防災に関するアンケート] 

％  88 87 87 86 
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【学校安全】 ３－④ 《交通安全指導》学校による交通安全教育の実施、地域・保護者と連携した交通指導の実施 

課題 

客観的 

課題 
・小学生の交通事故は、朝の通学時や夕方の下校時の時間帯に多く発生している 

・低学年ほど歩行中の事故が多く、特に入学して間もない 1年生が最も多い 

主観的 

課題 

・交通上の危険予測が不十分なうえ、横断歩道の渡り方や自転車の乗り方に慣れていない 

・通学路には、交通量が多く歩道が狭いところなど、事故の危険性が高い箇所がある 

・登校時の事故や犯罪に不安を感じている児童や保護者は多く、子どもの安全を確保するため

には、関係機関と地域や保護者が連携した取組が不可欠である。 

目標 登下校時・放課後など学校外でけがをする児童の割合の減少 

内容 
地域や保護者、外部団体が参画した、実践的な交通安全教室の実施などにより、交通ルールに

ついての理解や交通ルールを守ろうとする態度の育成を図る 

対象者 児童 

実施者 教職員、地域、保護者、関係機関 

対策委員会の関わり 交通安全教室の実施に対する連携(ゲストティーチャー、体験コーナーの運営) 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

各学校の実態に応じて、家庭や地域、外部団体と連携した、体験的な交通安全教室などの取組

や、自転車ヘルメット着用や自転車保険加入について啓発する取組等を実施した。 

（取組例） 

・地域やＰＴＡ等との連携による登下校中の見守り活動（44校） 

・地域ボランティアや警察等の関係機関と連携した交通安全教室の実施（41 校） 

・特別活動における交通安全学習の実施（39校） 

・教職員による登下校指導や危険箇所確認（39校） 

・ヘルメット着用と自転車保険加入の促進（35校） 

・地域やＰＴＡ等との協力による校区安全マップの作成（31校） 

【本施策を重点取組とした学校 1校】 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

（成果） 

・交通ルールを守ることができている児童が増えている 

（方針） 

・外部との連携した交通安全教室の実施 

・校区安全マップ等を活用した危険箇所の周知に向けた取組の充実 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
交通安全教室等、交通安全に特化した

指導を行っている学校数（４６校中） 
校 

2017 

より 

全校に 

拡大 

46 46 46 46 

【短期】認識・知識 
交通ルールに対する理解 
[各学校の交通安全に関するアンケート] 

％ 99 98 99 98 

【中期】態度・行動 
交通ルールを守る態度 
[各学校の交通安全に関するアンケート] 

％ 86 87 88 89 

【長期】状況 
学校外でのけがの割合 
(学校外のけが件数／市内全児童数) 
[日本スポーツ振興センター災害給付対象けが状況] 

％ 0.7 0.8 1.0 0.8 0.7 
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【学校安全】 ３－⑤ 《防犯教育の実施》地域、保護者と連携した児童への防犯教育の実施 

課題 

客観的 

課題 

・不審者情報の件数は、年間 50～70件程度報告されており増加傾向にある 

・小・中学校での安全教育の中で、「不審者対応の仕方を身に付ける防犯教育」に対する市民 

の期待は高い 

主観的 

課題 

・防犯グッズの使用や「子ども 110 番の家」の活用など、不審者に遭遇した時に、適切に対応

できる児童は少ない 

・登下校時の事故や犯罪に不安を感じている児童や保護者は多く、子どもの安全を確保するた

めには、関係機関と地域や保護者が連携した取組が求められている。 

目標 登下校時に不安を感じない児童の割合の向上 

内容 

・実際に不審者に遭遇した時に咄嗟の対応ができるような実践的な防犯教室の実施により、不

審者対応に対する理解や実際の対応に生かしていこうとする態度の育成を図る 

・地域や保護者と連携した校区の危険箇所探検や安全マップづくりなどの取組により、地域の

防犯上の危険箇所への理解や不審者に気をつけて登下校する態度の育成を図る 

対象者 児童 

実施者 教職員、地域、保護者、関係機関 

対策委員会の関わり 防犯教室の実施に対する連携(ゲストティーチャー、体験コーナーの運営) 

2019年度の実績 

及び 

改善した点等 

各学校の校区等の実態に応じて、防犯のキーワードに触れる機会の設定や危険箇所マップ作

成、体験的・実践的な防犯教育の取組を実施したりした。 

(取組例) 

・保護者、地域による見守り活動（46校） 

・子ども 110番の家の設置促進や更新（42 校） 

・不審者対応の安全教育（防犯教室等）の実施（38校） 

・学校、地域の関係機関等との緊急時連絡体制の構築（34校） 

・防犯の機能をもたせた校区安全マップの作成（ＰＴＡによる作成も含む）（32校） 

【本施策を重点取組とした学校１校】 

2020年度の方針 

及び 

課題等 

(課題) 

登下校時に不審者に出会った時に落ち着いて行動できる自信がない児童、危険箇所を博して

いない児童が増えている 

(方針) 

・体験的、実践的な防犯教室の実施 

・「いかのおすし」認知度向上に向けた指導の日常化と徹底 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

防犯に関する内容を計画的に年間指

導計画に位置付けている学校数 

（４６校中） 

校 

2017 

より 

全校に 

拡大 

46 46 46 46 

【短期】認識・知識 
不審者への対処法に対する理解
[各学校の登下校や放課後の安全に関するアンケート] 

％ 91 93 96 94 

【中期】態度・行動 
不審者への対処法を実践する態度 
[各学校の登下校や放課後の安全に関するアンケート] 

％ 61 58 62 59 

【長期】状況 
登下校時に不安を感じない児童の割合 
[各学校の登下校や放課後の安全に関するアンケート]  

％ 82 73 71 70 
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高齢者の安全対策委員会 

（※）「転倒予防対策の必要性を認識した人の割合については、2019は新型コロナウイルスの影響によ

りアンケート調査実施の前に教室が中止となったため、数値なし。 

【転倒予防】 ４－① 転倒予防に関する普及・啓発                  

課題 

客観的 

課題 

・高齢者がけがを負う原因の半数以上は「転倒」であり、骨折につながりやすい 

・高齢者の転倒の約半数は、「自宅」で発生している 

・骨折は、介護・介助が必要となった原因の上位である 

主観的 

課題 
高齢者の多くは「転倒」に不安を感じているが、対策を講じている人は少ない 

目標 転倒予防に取り組む人の増加 

内容 
自宅内での転倒危険箇所や転倒事例、転倒予防体操の仕方をまとめたパンフレットを配布す

るほか、様々な機会を捉え注意の喚起と転倒事故に対する対策の必要性を啓発する。 

対象者 高齢者 

実施者 
NPO法人、介護サービス提供事業者、生きがい健康づくり財団、久留米市社会福祉協議会、市

など 

対策委員会の関わり 
・パンフレットの内容検討・企画・見直し 

・パンフレットを使用し周知・啓発 

令和２年度の実績 

及び 

改善した点等 

 

・高齢者をはじめとした市民が多数集まるイベント（老人クラブ福祉 

大会）や、保健所や民生委員、高齢者と接する機会が多い地域包括 

支援センターなどの関係機関を通じて、啓発パンフレットの配付を行 

った。 

 

 

 

 

 

令和３年度の方針 

及び 

課題等 

・各種調査において、介護が必要となった主な原因として、「骨折や転倒」が挙がっているこ

とから、引き続き「要介護状態となる大きな要因が転倒であり、その後の生活に与える影響

が大きいこと」について理解を得られるよう、様々な機会を通じて周知啓発を図る。 

・パンフレットの配布等による転倒防止に向けた意識啓発の取り組みを継続することで、転

倒予防を努める高齢者の増加を目指す。 

【課題点】 

・パンフレットを活用した効果的なＰＲ方法の検討が必要である。 

・コロナ禍での外出自粛の影響による運動量の低下による転倒への予防対策が必要である。 

 （フレイル予防等） 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
①介護保険住宅改修講習会参加者数 人 102 100 17 10 92 

②転倒予防パンフレットの配付数 枚 4,950 3,847 2,000 4,144 1,705 

【短期】認識・知識 
【新】転倒予防対策の必要性を認識した人の割合 

[参加者アンケート調査] 
％ 

2017

より実

施 

91.4 90.9 
－

（※） 
89.5 

【中期】態度・行動 
転倒予防対策を行う人の割合 

[高齢者実態調査(3 年毎)] 
％ 57.3 － － 60 － 

【長期】状況 

「転倒・骨折」によって、介護・介助

が必要になった高齢者の割合 

[高齢者実態調査(3 年毎)] 

％ 20.8 － － 23.0 － 

【高齢者の転倒予防パンフレット】 
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（※）新型コロナウイルスの影響により、実施なし。（SC実態調査は R3 に延期） 

【転倒予防】 ４－② 転倒予防のための健康づくり、体力維持、介護予防 

課題 

客観的 

課題 
・高齢者がけがを負う原因の大半は「転倒」であり、「骨折」につながりやすい 

・高齢者の骨折は、介護・介助が必要となった原因の上位である 

主観的 

課題 
高齢者の多くは「転倒」に不安を感じているが、対策を講じている人は少ない 

目標 地域における転倒予防のための取り組みの活性化 

内容 

（１）年齢と共に低下しがちな体力を維持することを目的に、介護予防プログラムを実践する。 

（２）地域で行われている様々な健康増進の取り組みに対し、活動助成や周知、広報などを行

い、継続的な活動につながるよう支援する。 

対象者 
（１）高齢者 

（２）市民一般 

実施者 
（１）NPO法人、介護サービス提供事業者、生きがい健康づくり財団、職能団体、市など 

（２）地域で健康づくりに取り組む団体、市など 

対策委員会の関わり ・介護予防プログラムの実践 

令和２年度の実績 

及び 

改善した点等 

（１）・にこにこステップ運動教室（教室型・講師派遣型） 

  ・認知症予防講座 

  ・介護予防講座 

  ・口の元気アップ出張講座 

【拡充点】 

・地域団体で継続的に介護予防に効果的な体操に取り組める

よう、介護予防 DVD（タオル DE こげんよか体操）を、希望団

体に配布した（26団体に配布）ほか、市図書館にも設置した。 

・フレイル予防のための動画（4種類）を作成し、インターネットでいつでも視聴し、個人でも取組めるようにした。 

（２）・ウォーキング：新型コロナ感染症の拡大防止のため、校区ウォーキング事業に対する補助を中止した。 

・ラジオ体操：新型コロナ感染症の拡大防止のため、市民ラジオ体操の集いを中止した。 

令和３年度の方針 

及び 

課題等 

（１）・介護予防に効果のある運動などの教室の開催や、個人、仲間同士で介護予防を行う意

識の醸成を行い、地域住民主体の介護予防活動の支援に取り組む。 

  ・コロナ禍において、屋外でできる「スロージョギング」を実施し、外出自粛等によるフレイル化予防を図る。 

【課題】地域住民主体の介護予防の取り組みが更に広がるため仕組みづくりが必要である。 

（２）ウォーキングやラジオ体操など、地域で取り組む健康づくり活動の支援に努めるととも

に、新型コロナウイルス感染症拡大への十分な対策を周知徹底し、自発的な活動参加者の増

加を図る。 

【課題】ウィズコロナ時代においても健康づくりの重要性に関する啓発を行うことで、自発的

な活動を広げていくことが必要である。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

① 健康ウォーキングの回数、 

参加者数 

回 

人 

－ 

7,981 

－ 

8,868 

－ 

7,432 

－ 

5,427 

-（※） 

-（※） 

②「市民ラジオ体操の集い」の回数、

参加者数 

回 

人 

2 

1,100 

2 

1,300 

2 

2,400 

2 

2,300 

-（※） 

-（※） 

③にこにこステップ&スロージョギング教室の回数  

延べ参加者数 

回 

人 

158 

3,946 

483 

8,349 

721 

13,093 

794 

13,366 

176 

2122 

【短期】認識・知識 
健康づくりのために運動をしている 70 歳以上の割合 

（1 日 30 分以上、週 2 日以上）[市民意識調査] 
％ 54.5 56.7 53.4 53.8 

－

（※） 

【中期】態度・行動 
高齢者のけがの原因のうち「転倒」の割合

[SC実態調査(3 年毎)] 
％ － 51.9 － － 

－

（※） 

【長期】状況 

「転倒・骨折」によって、介護・介助

が必要になった高齢者の割合 

[高齢者実態調査(3 年毎)] 

％ 20.8 － － 23.0 － 

【介護予防教室の様子】 
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【高齢者虐待防止】 ４－③ 虐待や認知症に関する講演会・学習会の開催 

課題 

客観的 

課題 

・被虐待者の約 60％に認知症の症状がある 

・虐待事例の多くが同居親族によるものである 

・地域の関係機関からの通報は上がっているが、近隣住民など身近な人からの通報は少ない 

主観的 

課題 
虐待や認知症に対する正しい知識・認識を持っていない人もいる 

目標 虐待や認知症について正しく理解する人の増加 

内容 

（１）虐待に関する認識を高め、認知症に対する理解を深めるための学習機会を提供する。 

（２）地域における認知症の人のよき理解者である認知症サポーターを養成し、地域で認知症

の人とその家族を見守り、支援を行う。 

（３）自宅で高齢者を介護する基本的介護技術を習得し、介護に対する理解を深める。認知症

の人を介護している家族に講義と実技指導を行い、家族介護に対する支援を行い、介護

負担を軽減する。 

対象者 （１）市民 （２）小学生以上の市民 （３）市民 

実施者 

（１）地元関係者、関係団体、市 など 

（２）キャラバン・メイト、市 など 

（３）介護福祉サービス事業者協議会、市 

対策委員会の関わり 
・キャラバン・メイトとして認知症サポーターを養成 

・家族介護教室において、基本的介護技術等の講座の実施 

令和２年度の実績 

及び 

改善した点等 

（１）・認知症予防地域講演会    ：R2開催実績なし 

・市民向け虐待防止啓発講座  ：R2開催実績なし 

    ※市が実施する認知症サポーター養成講座と同時開催 

（２）・認知症サポーター養成数   ：678 人（累計 33,503人） 

（３）・認知症の人への声掛け訓練  ：R2実施なし 

（４）・家族介護教室        ：全 8講座  

令和３年度の方針 

及び 

課題等 

・各講座や講演会等について、コロナ禍においても開催できる対策を考える必要がある。 

・認知症への理解を深めるため、認知症サポーター養成講座を開催し、身近な地域で認知症に

関する基礎知識が学べる機会の創出を図る。また、サポーターが活躍できる環境づくりに努

めていく。 

・広く市民を対象として、高齢者虐待に関する基礎知識や現状等について理解する講座を開

催し、虐待防止に向けた啓発に取り組む。 

・介護者の負担軽減のため、家族介護教室の開催や介護用品支給事業などの支援に取り組む。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
虐待防止や認知症に関する講演会・学

習会の回数、参加者数 

回 10 10 8 6 
0

（※） 

人 495 362 597 333 
0

（※） 

【短期】認識・知識 
虐待を正しく理解する市民の割合 

[高齢者実態調査(3 年毎)] 
％ 

身体的 

64.7％ 

経済的 

51.2％ 

性的 

54.8％ 

介護放棄 

56.6％ 

心理的 

56.2％ 

－ － － 

身体的 

73.2％ 

経済的 

58.7％ 

性的 

63.8％ 

介護放棄  

65.0％ 

心理的 

64.1％ 

【中期】態度・行動 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計] 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【長期】状況 虐待発生率  [長寿支援課統計] ％ 0.081 0.083 0.077 0.072 0.062 

（※）新型コロナウイルスの影響により、開催実績なし。 
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【高齢者虐待防止】 ４－④ 介護サービス提供事業所向けの虐待防止研修 

課題 

客観的 

課題 
高齢者虐待に関する相談・通報件数の約 6 割が、ケアマネジャーや介護サービス提供事業所

等からのものである 

主観的 

課題 
虐待や認知症に対する正しい知識・意識を持っていない人もいる 

目標 介護サービス提供事業所における虐待に対する意識向上 

内容 
介護サービス提供事業所向けの虐待防止研修を基本研修と事例対応研修の構成で実施。虐待

防止のための意識の啓発と虐待しない職場作りを推進する。 

対象者 介護サービス提供事業所職員 

実施者 市 

対策委員会の関わり 虐待防止研修の実施 

令和２年度の実績 

及び 

改善した点等 

・介護サービス提供事業所職員のうち、対象者を問わない虐待防止研修をオンラインで実施

し、効果的に啓発を行った。 

 R2研修申込事業所数：390 事業所（対象事業所：719 事業所） 

【変更点】 

・内容に「養護者による高齢者虐待防止」の内容を加え、対象者を絞らず、幅広い職種の人に

研修の受講を促した。 

令和３年度の方針 

及び 

課題等 

・介護サービス提供事業所職員を対象とした研修がより効果的なものとなるよう、職位や経

験年数（初任者、主任・リーダー、管理者、経営者別）に応じた研修内容にするなどの工夫

を行っていく。 

・今後も引き続き、効果的な研修の実施に努め、現場で高齢者のケア等を行う従事者や主任、

リーダー、施設を運営する管理者や経営者等の虐待防止への意識を高めていくよう努める。 

【課題】 

・虐待通報の増加傾向も、啓発が進んでいる効果の一つと考えられるが、更なる虐待防止の意

識醸成ためには、個別の従事者だけではなく、事業所全体に対して、継続的な啓発の取り組

みが重要である。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
介護サービス提供事業者向け虐待防

止研修の回数、参加者数 

回 5 7 2 6 1 

人 273 340 408 271 390 

【短期】認識・知識 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計] 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【中期】態度・行動 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【長期】状況 虐待発生率  [長寿支援課統計] ％ 0.081 0.083 0.077 0.072 0.062 
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【高齢者虐待防止】 ４－⑤ 地域で高齢者を見守るネットワークの構築 

課題 

客観的 

課題 
高齢者虐待に関する相談・通報件数の約５割が、ケアマネジャーや介護サービス提供事業所等

からのものである 

主観的 

課題 
虐待や認知症に対する正しい知識・意識を持っていない人もいる 

目標 
関係機関等の連携及び地域全体での高齢者を見守りによる、虐待の未然防止・早期発見・早期

対応 

内容 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続する為に、地域の多様な社会資源を活用して、

高齢者を支援する体制の整備と推進を図り、虐待の早期発見を行うとともに、早期対応に努め

る。 

対象者 高齢者 

実施者 
地域の活動団体、医療機関、介護サービス提供事業所、久留米市社会福祉協議会、地域包括支

援センター、市 

対策委員会の関わり 
・虐待通報や相談への対応 

・地域ケア会議への出席  など 

令和２年度の実績 

及び 

改善した点等 

・全ての虐待に関する通報件数のうち、地域や事業者・医療機関からの通報件数の割合 

R1 年度 63％（全通報件数 100件のうち 63 件）※通報経路に重複あり。 

※R2年度は現在集計中 

・高齢者が抱える個別課題について、多様な専門職や地域の支援者が多様な視点から検討を

行い、課題解決を支援するための地域ケア会議を実施した。また、当該検討を重ねることで

把握される地域の課題について、関係者で共有し、解決策の検討を行った。 

・地域住民や個人宅を訪問する事業者、市などの関係機関が協力して、「くるめ見守りネット

ワーク」に取り組み、地域全体で見守り活動を行い、日常生活における異変を早期に発見

し、支援につなげた。 

令和３年度の方針 

及び 

課題等 

・高齢者虐待についての正しい知識の周知・啓発に取り組む。 

・医療、介護、保健、福祉等の関係機関や団体及びまちづくり振興会や老人クラブ、校区社協

（ふれあいの会）など地域住民と協力・連携し、虐待事案の早期発見・早期対応に取り組む。 

・高齢者を見守る取り組みの一環として、「声かけ訓練」の実施を継続して働きかける。 

【課題】 

・関係者の連携強化や課題の共有化に取り組むことで、見守り体制の充実を図っていくこと

が必要である。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計] 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【短期】認識・知識 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計] 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【中期】態度・行動 
地域や事業者からの相談や通報件数

の割合（/全通報件数中）[長寿支援課統計] 
％ 48.5 57.5 55.0 44.0 41.4 

【長期】状況 虐待発生率  [長寿支援課統計] ％ 0.081 0.083 0.077 0.072 0.062 
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防犯対策委員会  

【防犯力の向上】 ５－① 自転車ツーロックの推進 

課題 

客観的 

課題 街頭犯罪の中では「自転車盗」が最も多い 

主観的 

課題 割れ窓理論に照らすと、自転車盗の放置が凶悪犯罪を誘発する危険性がある 

目標 自転車盗の認知件数の減少 

内容 

自転車駐車場や商業施設など自転車盗が多く発生する箇所において、無施錠車に対して、ワイ

ヤーロックの安全性等を啓発し、自転車ツーロック推進を呼びかけるなど、自転車利用者に対

して、ツーロックの推進を図る。 

対象者 自転車利用者（主に無施錠車） 

実施者 市民・事業者・防犯協会・警察・市 など 

対策委員会の関わり 

・街頭啓発キャンペーンの実施 

・委員の所属団体や関係団体における啓発、団体広報誌等への記事掲載 

・チラシ、啓発グッズの作成 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇交通安全分野と連携した自転車ツーロックの啓発 

・自転車安全利用の啓発時に、警察・関係団体・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと協働でｷｬﾝﾍﾟｰﾝ実施（2回） 

 ※新型コロナウイルス感染症の影響により、キャンペーンを中止したため回数が減少 

・小学生を対象とした交通安全教室での自転車ツーロック啓発(18回) 

〇市内全中学校の新 1 年生へ啓発チラシ配布（3,000部） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

SNSや各団体の広報紙等を活用した防犯情報の提供 

・様々な媒体を活用して、ツーロックの重要性等を周知 

他分野との連携 

・交通安全分野と連携 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
自転車駐車場や商業施設などでの啓

発活動回数 
回 13 14 18 5 2 

【短期】認識・知識 
自転車ツーロックの実践状況 

[アンケート] 
％ 36.7 45.1 32.6 28.9 － 

【中期】態度・行動 
久留米市は治安が良いと思う人の割合 

[市政アンケートモニター] 
％ 75.7 67.7 74.8 75.2 － 

【長期】状況 
街頭犯罪の内で、自転車盗の認知件数

[警察統計] 
件 551 584 483 544 279 

新型コロナウイルス感染症の影響により、平常とは異なる環境であることから市政アンケート等は延期 
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【防犯力の向上】 ５－② 青パト活動団体の拡大・連携強化 

課題 

客観的 

課題 

・市民の日常の行動範囲内で発生する「街頭犯罪」が多い 

・犯罪などへの不安感が高まった人が、安心感が高まった人を上回っている 

主観的 

課題 
・地域防犯活動の内容は校区によりばらつきがある 

目標 街頭犯罪認知件数の減少 

内容 
地域、行政、警察、関係団体などが連携し、青パト活動が全小学校区で実施されるよう拡充を

図るとともに、各団体参加による合同パトロール等を実施する。 

対象者 一般市民 

実施者 市民・校区・PTA・企業・防犯協会・警察・市 など 

対策委員会の関わり 

・各種支援事業の周知 

・合同パトロール、研修会等の開催 

・青パト活動への参加 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇青パト活動校区の拡大【拡充】（新規：竹野校区／計 45 校区） 

〇一斉防犯パトロールの実施（7 月、12月） 

･市内の青パト活動団体が、市内各地を一斉にパトロール。 

〇コロナに関連した給付金詐欺防止の広報啓発【新規】 

 ･特別定額給付金の詐欺防止を呼び掛けるため、市内各地で青パトによる広報活動を実施。 

〇校区青パト活動への支援 

・特殊詐欺や性犯罪防止等の啓発用音声データを制作・提供し、青パトでの広報啓発に活用してもらう。 

〇警察と連携した年末特別警戒出発式（11 月） 

 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

青パト活用の促進 

 ・地域の青パト活動の促進に向けた情報提供等 

他分野との連携 

・交通安全分野との連携 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
青パト活動を行う校区数 

（うち、専用青パト活動校区） 
校区 

24 

（21） 

40 

(40) 

41 

(41) 

44 

(44) 

45 

(45) 

【短期】認識・知識 

地域で行われている防犯活動に参加

したいと思う人の割合 

[市政アンケートモニター] 

％ 44.4 56.2 53.3 49.2 - 

【中期】態度・行動 
防犯パトロール実施にあたり連携す

る関係機関・団体数 
団体 26 46 47 51 52 

【長期】状況 街頭犯罪の認知件数[警察統計] 件 1,062 1,141 838 999 508 

新型コロナウイルス感染症の影響により、平常とは異なる環境であることから市政アンケート等は延期 
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【防犯力の向上】 ５－③ 安全・安心感を高めるための地域環境の整備 

課題 

客観的 

課題 
・大型商業施設や乗降客の多い駅、繁華街周辺で犯罪が多く発生している 

・犯罪などへの不安感が高まった人が、安心感が高まった人を上回っている 

主観的 

課題 
不特定多数の人が集まる場所で犯罪が多い 

目標 街頭犯罪認知件数の減少 

内容 

地域、行政、警察、関係団体などが一体となって、犯罪が起こりやすいと思われる場所につい

て、それぞれ危険の原因を取り除く方策（街頭防犯カメラ、防犯灯、注意喚起の看板の設置等）

を講じる。 

対象者 一般市民（犯罪が起こりやすいと想定される地域、場所） 

実施者 市民・校区・PTA・防犯協会・警察・市 など 

対策委員会の関わり 
・補助制度等の周知 

・委員の所属団体等における啓発 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇街頭防犯カメラ設置 

・市設置：2 地区・6台増設  

（野伏間交差点周辺 3 台、西鉄安武駅周辺 3台） 

・市補助による地域への設置（14台／8校区・4団体） 

  （校区回覧などを活用し、街頭防犯カメラが設置したことを周知啓発） 

〇LED 防犯灯の設置推進（市防犯灯設置費補助金） 

・地域の必要な箇所に LED防犯灯を設置し生活環境を向上 

 

  

   

 

 

2021 

年度の方針 

及び 

課題等 

街頭防犯カメラ設置による安心感の向上 

・犯罪発生状況等を踏まえ、警察や地域と連携した街頭防犯カメラ設置、及び地域における

設置推進 

・街頭防犯カメラ設置状況の周知啓発による犯罪抑止 

防犯灯設置の推進 

・地域の実情に併せた防犯カメラ設置の推進 

 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
①防犯灯設置費補助件数 件 1,779 1,636 1,560 1,402 1,057 

②街頭防犯カメラ設置補助台数 台 10 15 17 17 14 

【短期】認識・知識 
この２～３年で治安が良くなったと

思う人の割合[市政アンケートモニター] 
％ 45.1 45.4 40.8 45.1 － 

【中期】態度・行動 
久留米市は治安が良いと思う人の割合

[市政アンケートモニター] 
％ 75.7 67.7 74.8 75.2 － 

【長期】状況 街頭犯罪の認知件数[警察統計] 件 1,062 1,141 838 999 508 

新型コロナウイルス感染症の影響により、平常とは異なる環境であることから市政アンケート等は延期  
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【防犯力の向上】 ５－④ 暴力団壊滅市民総決起大会等の開催 

課題 

客観的 

課題 
・市内に本拠を置く指定暴力団の構成員数は減少傾向にあるが、なお市民の不安は大きい 

・犯罪などへの不安感が高まった人が、安心感が高まった人を上回っている 

主観的 

課題 
発砲事件などの暴力団犯罪により治安が悪くなったと感じる人が多い 

目標 暴力団の構成員の減少、暴力団の壊滅 

内容 

地域社会全体で暴力団壊滅追放に取り組むため、警察、行政、市民、事業者が連携し、市民総

決起大会を開催する。また、一部小学校区で実施されている暴追大会などを全小学校区で実施

されるよう拡充を図る。 

対象者 一般市民 

実施者 市民・校区・PTA・防犯協会・暴力追放推進協議会・警察・市 など 

対策委員会の関わり 
暴力団壊滅市民総決起大会への参加 

委員の所属団体等における暴力団排除の取り組み 

2020 年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇暴力追放街頭啓発活動（7 月） 

〇暴力団壊滅市民総決起大会の開催（12.1 開催 久留米シティプラザ 参加者 31人） 

 ・新型コロナウイルス感染防止のため、6月期大会は中止。12月大会は参加人数を制限し実施。 

〇メディアを活用した広報啓発 

 ・暴力追放啓発動画を制作し、YouTube や市庁舎等で放映(12月)【新規】 

 ・ラジオ（ドリームスＦＭ）や校区だよりを活用し暴力追放を呼びかけ【新規】 

〇校区と連携した暴追活動 

・個別に校区を回り、暴追・防犯活動の状況・課題等について意見交換 

・校区の暴追大会や啓発の際に、啓発物提供等の支援。補助金交付（41校区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年度の方針 

及び 

課題等 

コロナ禍における啓発活動の実施（新規） 

・暴力団情勢に応じ、感染症対策を実施した大会や会議の開催 

・様々な広報媒体を活用した啓発活動の実施 

各校区の暴追協への支援 

・校区暴追協が行う自主的な暴追活動に対し、参加協力や活動費・啓発物の支援を実施 

関係機関と連携した暴排活動の実施 

 ・地域住民等と行う暴排活動や暴力団事務所撤去運動に対し、警察や弁護士等と連携して対

策の検討や情報提供、資金面の援助等を実施 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 暴力団壊滅市民総決起大会の開催数 回 2 2 2 2 1 

【短期】認識・知識 暴力団壊滅市民総決起大会の参加者数 人 
1,500 

2,000 

1,500 

2,000 

1,500 

2,000 

1,500 

2,000 
31 

【中期】態度・行動 独自の暴追取り組みを行っている校区数 校区 42 41 42 42 41 

【長期】状況 
市内に事務所を置く暴力団の構成員数

[警察統計] 
人 460 430 420 390 370 
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【防犯力の向上】 ５－⑤ 児童生徒、青少年への暴力団の実態や構成員になるのを防ぐための

研修や啓発の実施 

課題 

客観的 

課題 
・市内に本拠を置く指定暴力団の構成員数は減少傾向にあるが、なおも市民の不安は大きい 

・犯罪などへの不安感が高まった人が、安心感が高まった人を上回っている 

主観的 

課題 発砲事件などの暴力団犯罪により治安が悪くなったと感じる人が多い 

目標 暴力団の構成員の減少、暴力団の壊滅 

内容 
中学生・高校生が対象であった暴力団関連の講話や啓発を小学生高学年に拡大し、暴力団の構

成員になるのを防ぐことで、暴力団の弱体化を図る 

対象者 小学校高学年・中学生・高校生 

実施者 市民・学校・PTA・青少年育成団体・暴力追放推進協議会・警察・市など 

対策委員会の関わり 啓発内容に関する関係機関等との調整 

2020 年度の実績 

及び 

改善した点等 

〇警察による、中学生、高校生を対象とした講習（「暴排先生」）の実施（実績 16 回） 

〇主に小学生を対象とした薬物乱用防止や非行防止の講習の実施（実績 71回） 

 ※新型コロナウイルス感染症の影響により、講習を中止したため回数が減少 

〇広報紙等を活用した特殊詐欺や薬物乱用防止の啓発 

・広報くるめに学生向け特殊詐欺防止の啓発記事「いつの間にか加害者に」を掲載【新規】 

・広報誌「青少年のきずな」に薬物乱用防止及びネット非行・被害防止の記事を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年度の方針 

及び 

課題等 

年齢に応じた教室・教育の実施 

・小学生には、非行防止やルール・マナー遵守の教育の中で暴力団に関する内容に触れ、中

学生や高校生には、暴力団の実態や被害防止に向けた講習を実施 

地域行事等を活用した啓発・教育活動 

・校区暴追協による地域行事等での啓発活動 

【５－②関連】一斉パトロールの実施 

・青少年の非行防止、健全育成を目的としたパトロールを実施 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
暴力団排除などの防犯教育活動を行

った学校数 
校 97 128 150 109 87 

【短期】認識・知識 不良行為少年補導数[警察統計] 人 4,200 2,214 1,237 1,234 1,066 

【中期】態度・行動 
市内の刑法犯少年・検挙補導数[警察

統計] 
人 133 101 100 67 56 

【長期】状況 
市内に事務所を置く暴力団の構成員

数[警察統計] 
人 460 430 420 390 370 
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【防犯力の向上】 ５－⑥ 犯罪弱者に対するタイムリーな情報発信・啓発 

課題 

客観的 

課題 

・主に高齢者を狙った特殊詐欺の被害が急激に増加 

・犯罪認知件数の全体件数が減少を続ける一方で、主に女性を狙った性犯罪は減少していな   

 い 

主観的 

課題 
高齢者や女性などが犯罪被害に遭いやすい傾向があり、これらを狙った新たな犯罪が常に生ま

れ続けている 

目標 特殊詐欺、性犯罪被害等を減少させるため、多くの方へ情報発信する 

内容 
特殊詐欺やサイバー犯罪、性犯罪など、高齢者や女性など被害に遭いやすい傾向にある者を狙

った犯罪について、発生状況等に応じ、タイムリーな情報発信による注意喚起意を行う。 

対象者 一般市民（高齢者、女性など） 

実施者 市民・事業者・防犯協会・警察・市 など 

対策委員会の関わり 

・街頭啓発キャンペーンの実施 

・委員の所属団体や関係団体における啓発、団体広報誌等への記事掲載 

・チラシ、啓発グッズの作成 

 

 

 

 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

 

 

 

 

〇特殊詐欺や悪質商法に関する出前講座（9回） 

〇新型コロナの特別定額給付金詐欺防止のために青パトによる広報活動<6月>【5-②再掲】 

〇性犯罪防止街頭キャンペーンの実施<12月> 

〇悪質商法撲滅パネル展の実施<11～12 月> 

〇広報紙やメール配信を活用した犯罪情報の発信 

・広報くるめに新型コロナの特別定額給付金詐欺防止の記事を掲載<6 月>【新規】 

・犯罪防止をテーマにしたセーフコミュニティ通信発行（1 回）<2月> 

・犯罪、暴力の予防に関する警察セーフティネットワークの配信（12 回） 

 

2021 年度の方針 

及び 

課題等 

SNSや各団体の広報紙等を活用した防犯情報の提供 

犯罪の動向に応じた情報提供の実施 

・街頭啓発や出前講座により最新の手口等を周知 

・広報媒体による注意喚起 

《課題》より多くの市民に周知できる方策の検討 

 ・啓発ツールの検討、各種団体等との連携 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 犯罪の動向に応じた啓発活動・出前講座回数 回 90 73 87 67 9 

【短期】認識・知識 
この２～３年で治安が良くなったと

思う人の割合[市政アンケートモニター] 
％ 45.1 45.4 40.8 45.1 ― 

【中期】態度・行動 
久留米市は治安が良いと思う人の割合 

[市政アンケートモニター] 
％ 75.7 67.7 74.8 75.2 ― 

【長期】状況 
①特殊詐欺被害件数・阻止件数 

被害(件) 

阻止(件) 

7 

(26) 

26 

(48) 

18 

(34) 

16 

(20) 

11 

(24) 

②性犯罪認知件数[警察統計] 件 34 19 29 17 14 

新型コロナウイルス感染症の影響により、平常とは異なる環境であることから市政アンケート等は延期 
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DV防止対策委員会 

【ＤＶ防止・早期発見】 ６－① 男女共同参画・ＤＶ防止に関する啓発の充実 

課題 

客観的 

課題 
・ＤＶの相談件数は増加傾向であるが、約６割の人が相談できずに被害が潜在化している。 

・固定的性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭」に同感する市民が約３割いる。 

主観的 

課題 
ＤＶなど暴力防止のための教育・啓発の充実が求められている。 

目標 ＤＶを容認しない意識づくり 

内容 
男女平等推進センター主催講座や地域への出前講座などを実施し、男女共同参画やＤＶ防止に

関する理解促進を図る。 

対象者 市民 

実施者 民間支援団体、市など 

対策委員会の関わり 市民へ男女共同参画講座やＤＶ予防研修等を実施 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・対策委員会の関係機関・団体、男女共同参画の啓発を行う市民サポータ 

 ー等と連携・協働し、男女平等推進センター、地域及び校区コミュニテ 

ィセンターで男女共同参画、ＤＶ防止に関する啓発事業を実施する予定 

であったが、新型コロナウイルスの影響により実施を見送った。その他 

の講座についても中止を余儀なくされたものがあった。 

・ＤＶ相談ポスターを作成し市内大型商業施設に掲示。【変更】 

・センター広報誌の号外発行、広報くるめ、くーみんテレビ、ドリームス 

 ＦＭ等で新型コロナウイルスの影響でＤＶの増加、深刻化が懸念される 

 ことと相談窓口の周知を行った。【変更】 

・くーみんテレビやドリームスＦＭ協力のもと啓発を行った。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・対策委員会の団体や関係機関、男女共同参画サポーター等と連携・協働し、若年層や男性も

参加しやすい啓発内容を工夫する。 

・情報が届きにくい外国人やＤＶ被害者が相談につながるよう、「多言語ＤＶ防止カード」「Ｄ

Ｖ防止カード」の設置だけでなく様々な方法で情報を提供する。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための外出自粛等に伴いＤＶのリスクの増大が懸念され

ることから一層の相談窓口の周知を行う必要がある。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
啓発講座や予防教育を実施した講座

数、受講者数 

回 62 96 106 90 42 

人 2,734 3,249 3,722 3,147 1,191 

【短期】認識・知識 
受講者の意識 「参考になった」と回

答した人の割合[受講者アンケート] 
％ 89.5 90.3 89.1 90.7 94.2 

【中期】態度・行動 

DV の予防・早期発見のために取り組

んでいる人の割合 

[DV防止対策委員会アンケート調査] 

％ 
2017よ

り実施 
39.1 22.3 26.4 42.1 

【長期】状況 

①性別役割分担意識に同感しない人の割合 ％ － ☆68.8 － 66.1 － 

②DV を女性への人権侵害と思う人の割合 ％ － － － 75.2 － 

③DVを受けたことのある人の割合 

[男女平等市民意識調査(5年毎)] 
％ － ☆10.1 － 21.1 － 

☆は参考値…「SC実態調査」より 

 

ＤＶ相談ポスター 
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【ＤＶ防止・早期発見】 ６－② 教育現場等における予防教育の充実 

課題 

客観的 

課題 
・ＤＶの相談件数は増加傾向であるが、約６割の人が相談できずに被害が潜在化している。 

・固定的性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭」に同感する市民が約３割いる。 

主観的 

課題 
ＤＶや暴力防止のための教育や啓発が強く求められている 

目標 ＤＶを容認しない意識づくり 

内容 
男女平等の意識づくりと暴力防止のための人権教育として、中学生以上を対象にデートＤＶ防

止啓発講座の実施や啓発物の作成・配布を行う。 

対象者 生徒、学生 

実施者 民間団体、学校、市など 

対策委員会の関わり ・デートＤＶ防止啓発講座の実施 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・市立中学校校長会でデートＤＶ防止啓発講座の実施を要請し、３校で実施。 

・福岡県の「デートＤＶ防止派遣講師事業」は中学校２校で実施。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・対策委員会の団体との連携・協働により、男女平等と暴力防止の視点に立ったデートＤＶ防

止啓発講座の実施を推進する。 

・学校の授業時間の確保・調整が難しく、実施校が広がっていない。校長会において、教育委員

会との連名による講座実施の働きかけや福岡県の「デートＤＶ防止派遣講師事業」の周知を

行なう。 

・新型コロナウイルスによる新しい生活様式に対応した講座の実施。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
デート DV 防止啓発講座の実施校数、

実施回数、受講者数 

校 9 9 11 9 3 

回 31 33 34 34 19 

人 1,269 1,298 1,715 1,153 523 

【短期】認識・知識 
「ﾃﾞｰﾄ DV が理解できた」と回答した

人の割合[ﾃﾞｰﾄ DV 防止啓発講座ｱﾝｹｰﾄ] 
％ 98.2 97.7 98.6 98.7 99.4 

【中期】態度・行動 

DV の予防・早期発見のために取り組

んでいる人の割合 

[DV防止対策委員会アンケート調査] 

％ 
2017よ

り実施 
39.1 22.3 

 

26.4 42.1 

【長期】状況 

①性別役割分担意識に同感しない人の割合 ％ － ☆68.8 － 66.1 － 

②DV を女性への人権侵害と思う人の割合 ％ － － － 75.2 － 

③DVを受けたことのある人の割合 

[男女平等市民意識調査(5年毎)] 
％ － ☆10.1 － 21.1 － 

☆は参考値…「SC実態調査」より 

 

デートＤＶ防止啓発講座 
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 【ＤＶ防止・早期発見】 ６－③ パープルリボンキャンペーンの実施 

課題 

客

観

的 

課

題 

・ＤＶの相談件数は増加傾向であるが、約６割の人が相談できずに被害が潜在化している。 

・固定的性別役割分担意識「男は仕事、女は家庭」に同感する市民が約３割いる。 

主

観

的 

課

題 

ＤＶなど暴力防止のための教育や啓発が強く求められている。 

目標 ＤＶを容認しない意識づくり 

内容 パープルリボンキャンペーンを通じた活動 

対象者 市民 

実施者 警察・民間支援団体・市 など 

対策委員会の関わり 
・パープルリボン、オレンジ＆パープルリボンの作製・配布による啓発 

・相談窓口の周知 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・パープルツリー設置 

設置期間：11月 4日～26日 

設置場所： 

久留米大学、久留米工業大学、聖マリア学院大学、信愛短期大学、 

久留米工業高等専門学校、西鉄久留米駅、市役所２階ホワイエ 

☆R2より【拡充】・・・三井中央高校、久留米商業高校、南筑高校、 

久留米大学看護学部、久留米警察署 

・オレンジ＆パープルツリー設置及びパープルライトアップ実施 

実施場所：久留米シティプラザ 10月 27日～11 月 10 日 

えーるピア久留米  11月 10 日～12月 3日【新規】 

・ＤＶ相談窓口の周知チラシを作成。【新規】 

市公式ホームページへの掲載や市公式ＬＩＮＥで発信。 

・啓発しおりの作成及び配布【新規】 

 上記ツリー設置場所や市立図書館等で配布（約 1,300 枚）。 

・記念講演「弁護士から見た DV の実態」等の講座開催 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・セーフコミュニティの他の委員会との連携を強化し、パープルリボンや相談窓口の周知と女

性に対する暴力根絶の啓発活動を行う。 

・更に若年層や男性を取り込んだ活動とするために、啓発内容を工夫する。 

・「新しい生活様式」に合わせた啓発方法の検討（カードに変わる啓発物の検討など）。 

・DV防止カードの設置やパープルリボンの配布等、啓発による効果を計る方法の検討が課題。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 活動の実施回数、参加人数 
回 2017よ

り実施 

3 4 ７ 4 

人 428 525 567 267 

【短期】認識・知識 
「DVが理解できた」と回答した人の割

合 [受講者アンケート] 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

【中期】態度・行動 

DV の予防・早期発見のために取り組ん

でいる人の割合 

[DV防止対策委員会ｱﾝｹｰﾄ調査] 

％ 
2017よ

り実施 
39.1 22.3 26.4 42.1 

【長期】状況 

①性別役割分担意識に同感しない人の割合 ％ － ☆68.8 － 66.1 － 

②DV を女性への人権侵害と思う人の割合 ％ － － － 75.2 － 

③DVを受けたことのある人の割合 

[男女平等市民意識調査(5年毎)] 
％ － ☆10.1 － 21.1 － 

☆は参考値…「SC実態調査」より  

オレンジ＆パープルツリー 
設置風景(えーるピア久留米) 
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【ＤＶ防止・早期発見】 ６－④ 医療関係者に対する研修の強化 

課題 

客観的 

課題 

・ＤＶの相談件数は年々増加傾向であるが、約６割の人が相談できずに被害が潜在化してい

る。 

・ＤＶ被害者の多くは医療機関を受診しており、医療関係者が第一発見者になる可能性が高

い。 

主観的 

課題 
被害の重篤化を防ぐためには、ＤＶ被害を早期に発見し、速やかに支援につないでいく必要がある 

目標 
ＤＶ被害の潜在化・重篤化を防ぐために、医療関係者にＤＶの正しい理解とＤＶ防止に向けた

意識の醸成を図り、ＤＶ被害者を早期に発見し関係機関へつなぐ。 

内容 医療関係者を対象に「医療関係者向けＤＶ被害者対応マニュアル」を活用した研修を行う。 

対象者 医師、看護師、薬剤師、医療機関の事務職員 

実施者 医療機関、医師会、市 など 

対策委員会の関わり 
・医師会主催の研修会開催 

・研修会への講師派遣 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・新型コロナウイルスの影響により医療機関の研修等が中止。 

・久留米医師会を通じ市内医療機関にＤＶ防止カード、性暴力被害者支援カード、ＳＯＳカー

ドを配布し、あわせて連携協力を依頼した。【変更】 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・対策委員会の医師会と連携し、医療関係者対象の研修を実施する。 

・医療機関や医療関係者と連携し、ＤＶ被害者の早期発見や支援のための取り組みを、工夫し

ながら継続していく必要がある。 

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の中、個別病院での研修を呼びかけ、小規模な単位で、

現場で視聴できる方法での啓発のありかたを検討する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 研修実施機関・団体数、受講者数 
団体 4 1 2 3 0 

人 266 52 147 277 0 

【短期】認識・知識 
取り組みを行う医療機関の数 

[DV対策に関する調査(5年毎)] 

機関 

(割合) 
－ － － － － 

【中期】態度・行動 
今後何らかの取組を検討している医

療機関の数[DV 対策に関する調査(5 年毎)] 

機関 

(割合) 
－ － － － － 

【長期】状況 
医療機関から繋がった相談者数 

[男女センター、家子相談課へ繋がった数]  
 10 14 12 22 27 

※【中期】の内容における実績について 

  中期における「DV 対策に関する調査」は、医療機関を対象とした調査であり、2020 年に実施することとな

っていました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、医療機関に対する負担の軽減を目的に、実

施を見合わせました。 
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【ＤＶ防止・早期発見】 ６－⑤ 子どもに関わる業務に携わる職務関係者に対する研修の充実 

課題 

客観的 

課題 

・ＤＶの相談件数は年々増加傾向であるが、約６割の人が相談できずに被害が潜在化している。 

・日頃子どもに関わっている職務関係者が、子どもの様子からＤＶ被害の第一発見者になる可

能性が高い。 

主観的 

課題 
・被害の潜在化・重篤化を防ぐためには、ＤＶ被害者を早期に発見し速やかに支援につないで

いく必要がある 

目標 子どもの様子から家庭で起っているＤＶ被害を早期に発見し関係機関へつなぐ。 

内容 
・子どもに関わる業務に携わる職務関係者を対象に、ＤＶ問題の正しい認識を深めるための研

修を実施する。 

対象者 学校・保育所等（市立・私立）の職員、民生委員・児童委員、主任児童委員、関係団体職員等 

実施者 民間団体、市 

対策委員会の関わり 対策委員会の団体等と連携した研修会等の実施 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

・新型コロナウイルスの影響により講師派遣を予定していた研修等が中止。 

 

・校長会において、デート DV の案内時に、デートＤＶ、ＤＶ関連本の紹介をし、協力をお願い

した。 

【変更】 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

・関係各課、関係団体等に研修実施の働きかけを行い、研修を実施する。 

・男女平等推進センター主催講座について情報提供し、参加を呼びかける。 

・社会環境の変化に対応した、より効果的な研修内容の改善が必要である。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、収束のめどが立つまで研修が困難な場合には、オ

ンライン講座等他の方法での協力依頼を検討する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 研修実施機関・団体、受講者数 
団体 

7 

(9 回) 

6 

(7 回) 

5 

(6 回) 

3 

(4 回) 

0 

(0 回) 

人 300 361 588 146 0 

【短期】認識・知識 
「DVが理解できた」と回答した人

の割合 [受講者アンケート] 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 － 

【中期】態度・行動 

DV の予防・早期発見のために取り

組んでいる人の割合 

[DV 防止対策委員会アンケート調

査] 

％ 
2017よ

り実施 
39.1 22.3 26.4 ※42.1 

【長期】状況 
学校等、保健所から繋がった相者数

[男女センター、家子相談課へ繋がった数] 
人 6 4 8 

 

12 

 

12 

※【中期】の内容における実績について 

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、当該アンケート調査を実施する講座・講演等の多く

が中止となりました。そのため、2020年度【中期】指標の数値は、久留米市パープルリボンキャンペーンにお

けるＤＶ関連講演（１回実施）でのアンケート調査結果のみとなります。 
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自殺予防対策委員会 

【自殺・うつ病の予防】 ７－① 自殺予防に関する普及啓発活動の実施 

課題 

客観的 

課題 
・幅広い世代の中で、死亡原因の１位は「自殺」である 

・自殺者数は減少傾向ではあるが、依然として多く、約７０％が男性である 

主観的 

課題 
働き盛りの男性が、悩みを相談できずに自殺に至る傾向がある 

目標 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

内容 

身近な人の変化に気づき、適切な対応を図ることができる「ゲートキーパー」の啓発を行い人

材の育成を図るともに、相談窓口等の周知を行う。 

関係機関が自殺対策連絡協議会を通じて、自殺の現状と各団体での自殺対策取組みを共有し、

啓発活動に取り組む。 

対象者 市民、民生委員等の地域組織、理容師、タクシー協会 

実施者 市、自殺対策連絡協議会やセーフコミュニティ自殺予防対策委員会の委員 

対策委員会の関わり 

対策委員会での意見を基に、啓発物の作成・改訂を行っている。 

自殺対策連絡協議会には、自殺予防対策委員会の委員も入っており、積極的な意見や提案によ

り、他団体の意識向上につながっている。 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

○ 実績 

【ゲートキーパーの啓発実績】 

啓発回数 １０６回 啓発人数  ３，９５８人   

・地域組織団体   ６７回  １，０３６人 

・かかりつけ医    １回  １，０００人（資料配布） 

・市職員       ２回    １６８人 

・生徒・教職員   ２６回  １，６１６人 

・その他出前講座等  ５回    １３５人 

【関係機関等への啓発物の配布実績】 

・対策委員会・連絡協議会：６１機関・２，５６２部（自殺予防週間） 

・関係機関： ４９２機関・１０，４３４部（窓口一覧、事業紹介等の啓発物） 

※2020年度より対策委員会・連絡協議会以外の関係機関への啓発物を含める。 

【自殺対策連絡協議会】  

・書面協議にて１回開催、４７団体参加、８０％の意識変化 

【市民のいのち支えるメッセージ】 

・市長・市議会議長はじめ、市民からの「ともに生きよう」と伝えるメッセージ動画を掲載。 

○ 改善した点 

・直接的な啓発の機会が激減したが、関係機関を通じて民生委員や老人クラブ、まちづくり連

合会などへの啓発や高齢者向けカードの配布を実施し、一斉声かけ運動を展開した。 

・コロナによるこころのケア啓発チラシを作成し、15,000部を関係機関や労働者へ配布。 

2021年度の方針 

及び課題等 

引き続き、社会情勢に合わせた啓発を継続的に行うことにより、ゲートキーパーや相談窓口な

どの自殺予防に関する知識を浸透させていく。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

①ゲートキーパー啓発回数、人数 
回 67 46 68 68 85 

人 2294 2336 2413 3327 2836 

②啓発協力団体数（配布箇所）、配布部数 
団体 

未実施 
59 59 61 553 

部数 179 2309 2684 12996 

【短期】認識・知識 
参加者の意識変化[参加者アンケート] 

「ゲートキーパーについて理解できた」と回答した人の割合  
％ 未集計 87.7％ 94.1％ 92.0％ 97.9% 

【中期】態度・行動 
市民からのうつ・自殺に関する相談件数 

[精神保健相談] 

相談者 154 131 96 90 136 

関係機関 29 46 54 56 29 

【長期】状況 

①自殺者数[人口動態統計] 人 52 42 50 49 - 

②自損行為による救急出動数と死亡数 

[救急搬送ﾃﾞｰﾀ] 

出動数 116 107 101 103 集計中 

死亡数 32 28 26 32 集計中 
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【自殺・うつ病の予防】 ７－② かかりつけ医と精神科医の連携強化 

課題 

客観的 

課題 
・自殺者数は減少傾向ではあるが、依然として多く、約７０％が男性である 

・自殺既遂者は、精神科既往歴の割合が低い 

主観的 

課題 
・うつや自殺に対する不安を感じる人が少ない 

・働き盛りの男性が、悩みを相談できずに自殺に至る傾向がある 

目標 適切な医療を受けられる体制づくり 

内容 
内科等のかかりつけ医と精神科医が連携を強化することにより、うつ病の早期発見、早期治療

のみならず医療連携体制の整備及び地域支援ネットワークの構築を図る。 

対象者 内科等のかかりつけ医、精神科医、産業医など 

実施者 医師会、市 

対策委員会の関わり 
かかりつけ医・精神科医連携研修検討会には自殺予防対策委員会の委員も入っており、積極的

な意見や提案がなされている。 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

○ 実績 

【研修会の実施】 

開催回数：１回（筑後地区一円の８医師会共催） 配布部数：１，０００部 

（内容）ＤＶＤ研修「～“Ｗｉｔｈコロナ”のメンタルヘルス～うつとアルコール問題」 

    筑後８医師会や保健所、大学等に研修教材を計１,０００部配布 

＜参加者アンケート＞ 

「研修前と比べて理解が深まったか」との項目に対して、「とても」「まあまあ」と回答した人

が９８％であり、研修会の理解度は高かった。 

 

【かかりつけ医・精神科医連携件数】 

 令和２年：７６９件（令和２年１２月末時点） 

 平成２２年度からの累計：１１，６６６件 

（久留米方式として全国的に認知されている） 

 

○ 改善した点等 

・今年度は従来の集合形式での研修が実施できず、医師会の主催にてかかりつけ医や精神科医

へＤＶＤや教材を配布し、コロナ禍でのメンタルヘルス対策に関する知識の共有を図った。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

かかりつけ医から精神科医へ紹介された患者の実態把握及び研修会等の継続実施を行う。 

研修会の開催にあたっては、医師会事業との連携を行いながら、更なる連携を図っていく。 

※新型コロナウイルスの感染拡大により、研修会の中止・変更の場合あり 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
かかりつけ医うつ病アプローチ研修

の開催回数、受講者数 

回 2 2 2 2 1 

人 307 260 357 397 1000 

【短期】認識・知識 参加者の意識変化[参加者アンケート] 
「本日の研修会におけるテーマについて、研修前と比べて理解が深まりましたか。」  

1(%) 
未集計 

93.3 96 99.1 
98.5 

2(%) 98 98.7 99.0 

【中期】態度・行動 

①うつ病を疑い精神科医に紹介した件数 件 1257 1363 1519 1422 
769 

12 月末時点 

②うつ病と診断された人の人数と割合 

[うつ病アプローチ研修集計] 

人 475 395 480 373 
234 

12 月末時点 

％ 37.8 28.9 31.6 26.2 30.4 

【長期】状況 

①自殺者数[人口動態統計] 人 52 42  50 49 - 

②自損行為による救急出動数と死亡

数[救急搬送ﾃﾞｰﾀ] 

件 116 107 101 103 集計中 

件 32 28 26 32 集計中 
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【自殺・うつ病の予防】 ７－③ 子ども・若者の自殺対策の推進 

課題 

客観的 

課題 
・３９歳以下で、死亡原因の１位は「自殺」である 

・自殺に至る要因は複数あり、複雑に絡み合っている 

主観的 

課題 
・子ども・若者が悩みや不安を相談しない傾向にある 

目標 ３９歳以下の若年層の自殺を防ぐ 

内容 

・ＳＯＳの出し方教育 

児童・生徒が自己肯定感を高め、将来起きるかもしれない危機的状況に備えて、ＳＯＳが出せ

るよう支援すること及び周囲がＳＯＳを受け止めることができるよう啓発を行う。 

・子ども・若者への啓発 

ストレスへの対応や相談先を周知・啓発し、セルフケアや相談行動へつなげる。 

対象者 ３９歳以下の一般市民 

実施者 市 

対策委員会の関わり 啓発物の設置など広報周知 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

○ 実績 

【ＳＯＳの出し方教育】 

・実施校：１６校（生徒・教職員向け１０校、生徒向けのみ４校、教職員向けのみ２校、） 

・受講生徒：１，３４７人,受講教職員：７３人 

・アンケート：授業の理解度は８０％以上が理解できたと回答。「自分は大切な存在だと思う」

と８０％以上が回答した。また、「悩みを誰かに話そうと思う」との回答は、授

業前は４０％であったが、授業後は７０％の回答があった。 

【子ども・若者への啓発】 

・休校明けの自殺対策啓発（市立小･中学校、高等学校）６月～９月に実施 

学校教育課と連携し、保護者向けチラシ 26,000枚、教職員向け 1,600枚、児童・生徒向け

啓発カード 18,700 枚を配布した。また、民生委員や児童委員へも啓発カード配布。 

・大学等と連携した普及・啓発 

市内２大学の学生ポータルにてこころのケア・ 

相談先の周知・啓発、 

市内４教育機関にてストレスケアに関するパネルを展示 

○ 改善した点等 

・５月の休校措置明け時期の子どもの自殺リスク上昇を懸念し、児童・生徒、保護者、教職員

向けにそれぞれ啓発を実施。 

・また１０月の自殺者増を受け、ＳＯＳの出し方教育の実施校を拡大。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

ＳＯＳの出し方教育は学校教育課と連携し、中学校を中心に生徒向け授業と教職員向けガイ

ダンスを引き続き展開する。 

児童・生徒、教職員、保護者と対象別に分けた啓発を行う。大学などの教育機関との連携を図

り、若年層への啓発を展開する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
①SOS の出し方教育実施校、参加者数 

校 － － 1 5 16 

人 － － 120 819 1420 

②子ども・若者関連啓発物配布数 部 － － 120 4597 46300 

【短期】認識・知識 
参加者の意識変化[参加者アンケート] 

「授業・研修について理解できた」と回答した人の割合 
％ － － 93.4 90.6 85.4 

【中期】態度・行動 

①39歳以下に関する精神保健相談 件 446 347 278 229 269 

②小中高生に関する相談（こども子育てサポートセンター） 

 結らいん（小中高生から）の相談 

件 － 125 324 267 164 

件 － － 7 45 24 

【長期】状況 
①20歳未満の自殺死亡率  1.70 15.40 3.42 0 － 

②20～30 歳代の自殺死亡率  8.44 7.18 7.20 5.96 － 
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【自殺・うつ病の予防】 ７－④ 民間団体と協働した相談の実施 

課題 

客観的 

課題 
・幅広い世代の中で、死亡原因の１位は「自殺」である 

・自殺に至る要因は複数あり、複雑に絡み合っている 

主観的 

課題 
働き盛りの男性が誰にも相談できずに自殺に至る 

目標 民間団体との連携を強化する取り組み 

内容 

・生活・法律・こころの相談会 

 自殺の要因となりうる、借金、多重債務、損害賠償などの社会問題や、それらの問題から発

生する心の問題に対応するため、司法書士・保健師等による相談会をハローワーク及び市民

活動サポートセンターで実施する。 

・こころの相談カフェ 

悩みを抱え込む前に気楽に相談できるよう、市民に身近な場所で、臨床心理士等のカウンセ

ラーによる対面相談を実施する。（2016 年 8 月～岩田屋久留米店開設、2017 年 4 月～久留

米市立中央図書館増設、2019年 4月～平日の窓口を市民活動サポートセンター移設） 

対象者 一般市民 

実施者 民間団体、市 

対策委員会の関わり 相談の開催などの広報周知 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

○ 実績 

【生活・法律・こころの相談会】  

全３回実施  計１４件（延べ５人） （内訳：９月：３件、１２月：２件、３月：９件） 

【こころの相談カフェの開催】 

全７９回 １６８件（延べ１６８人） 

（内訳）※４～６月は電話相談で実施 

・市民活動サポートセンター：  

第３以外の火曜日：１４：００～１７：００（４０回・９３件） 

  第３火曜日：１７：３０～２０：３０（１２回・１６件） 

 ・久留米市立中央図書館： 

毎月第３日曜日・偶数月第１日曜日：１３：００～１６：００（２７回・５９件） 

 

○ 改善した点等 

・「こころの相談カフェ」について、予約の多い平日夜間と日曜日の相談窓口を増設。 

（平日日中開設分を変更）１０月の自殺者増を受け、１２月～３月の窓口開設日を増設。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

（生活・法律・こころの相談会） 

・特に自殺者の多い３０～５０代の働き盛り世代や、コロナ禍の影響を受けやすい無職者層を

中心とした相談会を継続する。 

（こころの相談カフェ） 

・様々な職種の労働者が相談しやすいよう、平日夜間の相談窓口を火曜日から水曜日に変更

し、３つの曜日で相談窓口を月１回以上開設する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

①ハローワーク相談会の 

開催回数・参加人数 

回 4 4 4 3 3 

人 22 19 14 13 5 

②こころの相談カフェの 

開催回数・参加人数 

回 34 61 68 63 79 

人 125 217 215 187 168 

【短期】認識・知識 
参加者の意識の変化[参加者アンケート] 

カフェ利用者がポジティブな変化があったと回答した割合  
％ 未集計 76.5 71.4 83.3 82.6 

【中期】態度・行動 
市民からのうつ・自殺に関する相談件数 

[精神保健相談] 

相談者 154 131 96 90 136 

関係機関 29 46 54 56 29 

【長期】状況 

① 自殺者数[人口動態統計] 人 52 42 50 49 - 

②自損行為による救急出動数と死亡数 

[救急搬送ﾃﾞｰﾀ] 

件 116 107 101 103 集計中 

件 32 28 26 32 集計中 
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【自殺・うつ病の予防】 ７－⑤ 生活困窮者からの相談支援 

課題 

客観的 

課題 

・自殺の要因となる経済的な問題や家庭の悩み、精神的な病気などを抱えている相談者が多い  

・相談者の中には、過去自殺未遂歴をもつ者やこれまでに自殺企図、希死念慮をもつ相談者

もおり、自殺企図・希死念慮を課題にもつ相談者アセスメント上の分類では 3%程度である

が、相談する中で「死にたい程に苦しい」等の言動まで含むとさらに増える 

主観的 

課題 自己肯定感が低い人、社会的に孤立している人も非常に多い 

目標 相談のつなぎ元となる入口や、また多様な出口の支援のために連携先を増やす 

内容 

生活に困りごとを抱えている相談者に伴走しながら支援を行い、困りごとのひとつひとつを

解決に向けてともに相談していく。またつなげる連携先・制度等があれば伴走しながら、しか

るべき支援につないでいく。 

対象者 生活に困りごとを抱えている一般市民 

実施者 久留米市生活自立支援センター（担当課：生活支援第２課） 

対策委員会の関わり 

・久留米市庁舎内外に案内リーフレット配布 

・高齢（地域包括支援センター）部門、障害部門との相互連携 

・ハローワーク他の就労支援機関等との相互連携 

・自殺予防対策委員会にて、生活自立支援センターの相談状況を報告、評価検討している。 

2020年度の実績 

及び 

改善した点等 

○ 実績 

・新規相談受付件数 ２，２４１件 

・プラン作成件数    ６５４件 

・就労支援対象者数   ２８６件 

・就労・増収者数         ３１人 

※プラン作成以下の件数について、新型コロナウイルス感染症の経済影響を受け、相談窓口が

混雑している。その負担軽減のため、厚生労働省よりプラン作成の最低基準が緩和され、プラ

ン作成以下の実績件数が例年に比べ少ない。 

 

○ 改善した点等 

新型コロナウイルス感染症による経済影響もあり困窮者支援が課題となっており、例年よ

り社会福祉協議会での貸付制度や住居確保給付金をはじめとした各種給付制度と連携し、各

窓口と連携して相談支援を行うことができた。 

2021年度の方針 

及び 

課題等 

引き続き、相談者を必要な制度につなぎながら、伴走して支援を行い、困りごとの軽減につ

なげていく。コロナ禍の状況を注視し、相談者の状況に応じて、住居確保給付金などの給付制

度や、社会福祉協議会の生活福祉資金貸付制度などを適切に案内する。 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 新規相談受付件数 件 845 887 1020 1131 2241 

【短期】認識・知識 
うち関係機関等から繋がった件数 

[支援入り口ﾃﾞｰﾀ] 
件 375 396 421 446 424 

【中期】態度・行動 
自立相談支援事業における支援計画

策定数及び支援終結件数 [支援プランデータ] 

計画 475 513 659 793 654 

件 141 190 223 367 31 

【長期】状況 

自殺者数[人口動態統計] 人 52 42 50 49 - 

自損行為による救急出動数と死亡数 

[救急搬送ﾃﾞｰﾀ] 

件 116 107 101 103 集計中 

件 32 28 26 32 集計中 
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防災対策委員会 

※新型コロナウイルス感染の状況から、平常とは異なる環境のため令和２年度は市民意識調査の実施を延期 

 

【地域防災力の向上】 ８－① 定期的な防災研修・訓練・啓発の実施 

課題 

客観的 

課題 

・多くの市民が災害に対する不安感を抱えている 

・不安を感じている一方で、家庭内の対策が不十分である 

・共助の取り組みには地域差があり、住民への周知・浸透が十分でない 

主観的 

課題 
災害時には、防災関係機関だけでは対応が困難である 

目標 
防災研修・訓練を通じた市民の防災意識の高揚 

（研修・訓練回数の増加、自主防災活動に関する認知度増加） 

内容 

地域住民だけでなく防災関係機関・医療機関・各団体・地元企業を巻き込んだ定期的な防災研

修・訓練及び啓発を実施する。また、既存の行事に防災の視点を取り入れた研修・訓練を実施

する。 

対象者 市民 

実施者 市民、校区コミュニティ組織、民間企業、医療機関、防災関係機関、市など 

対策委員会の関わり 
・セーフコミュニティの関連のイベント参加、啓発物配布 

・各委員が所属団体内において研修等の実施 

令和２年度

の実績 

及び 

改善した点等 

【実績】  

・緊急告知防災ラジオ等による情報伝達訓練 

（６月５日、１月１８日 全校区訓練参加） 

・防災とボランティア週間において防災啓発パネルを展示 

・防災研修・訓練の実施回数 ２５回 参加者 ８８６人 

※新型コロナウイルスの影響により出前講座や訓練が中止になった 

ため、昨年度よりも回数が減少【2021.1月末時点】 

【改善点】 

これまで配布していた紙面版ハザードマップに加えて、新たに WEB版ハザードマップの 

運用を開始。パソコンやスマートフォンを利用して、市内全域の危険箇所や指定避難所を見 

ることができ、避難判断マップ、土砂災害ハザードマップ、道路冠水注意マップの３種類を 

重ね合わせて表示することができる。外出先や土地勘のない場所での避難所の検索や浸水 

区域の確認利用が可能になった。 

出前講座では WEB版ハザードマップを使用し、具体的な場所を示しながら説明できるよう 

になったため、分かりやすい啓発が出来るようになった。 

令和３年度

の方針 

及び 

課題等 

市と校区の自主防災組織との協働による訓練の実施 

校区の防災士、防災リーダーが出前講座に参加してもらう機会を作る 

自分が住んでいる地域の災害リスクに応じた避難行動 

WEB版ハザードマップ等を活用し、土砂災害や浸水など自分が住んでいる地域がどの災害で 

どのくらいの危険があるのか把握し、正しい避難行動がとれるよう啓発する 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
① 防災研修・訓練の実施回数 回 151 106 113 159 25 

② ①の参加者数 人 8,556 6,473 6,159 8,216 886 

【短期】認識・知識 
「自主防災活動を認識している」人の割合 

[市民意識調査(3年毎)] 
％ ― 30.5 ― ― ― 

【中期】態度・行動 
食料備蓄等の対策を講じている人の

割合[市民意識調査(3年毎)] 
％ ― 48.0 ― ― ― 

【長期】状況 

水害やがけ崩れ・山崩れの防止などの

防災対策及び総合防災訓練の充実 

に満足している人の割合[市民意識調査] 

％ 38.6 43.2 37.9 38.2 ― 

防災とボランティアの日  
展示風景 
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※新型コロナウイルス感染の状況から、平常とは異なる環境のため令和２年度は市民意識調査の実施を延期 

 

 

【地域防災力の向上】 ８－② 防災に精通しているリーダーの育成 

課題 

客観的 

課題 多くの市民が災害に対する不安感を抱えている 

主観的 

課題 

・災害時には、防災関係機関だけでは対応が困難である 

・自助・共助の取り組みには、地域住民の先頭に立ち、活動を推進する防災リーダー

の存在が必要 

目標 
各校区の自主防災組織における防災士の位置づけを明確にし、地域での活躍できる環境

を整える。 

内容 
組織的な活動を継続的に行うため、防災技術等の高いリーダーを育成する。また、地域にいる

消防関係者や防災士などを積極的に登用する。 

対象者 市民 

実施者 市民、校区コミュニティ組織、民間企業、医療機関、防災関係機関、市など 

対策委員会の関わり 各種研修会における企画・運営に対策委員会の委員が参画。 

令和２年度

の実績 

及び 

改善した点等 

【実績】 

・防災リーダー養成研修会 

 ９～１２月に平日・休日・混合コースを設け 

４つのカリキュラムにて実施  

８６名受講（男性：７３名、女性：１３名） 

・防災スキルアップ研修会 

まちづくり連絡協議会や各校区の協力のもと 

３月に ZOOM にて実施 

・地域の防災士養成研修 

２月１３日、１４日実施 １８名受講 

 

【改善点】 

・防災リーダー養成研修会において、今年度は短期間で実施したため昨年度より多くの方に

参加いただくことができた。 

・２月に対面での開催を予定していた防災スキルアップ研修会は３月へ延期し、まちづくり

連絡協議会や各校区の協力のもと ZOOM での開催を予定している。 

令和３年度

の方針 

及び 

課題等 

防災士、防災リーダーのスキルアップ及び地域との関わりについて 

防災スキルアップ研修会の受講対象者は防災士、防災リーダー合わせて３５０人程度いるが、 

対象者全ての人が受講できるような環境が整っていない 

各校区の防災士、防災リーダーが地域で活躍できる場を提供することが必要 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

① 防災リーダー養成研修の実施回

数（平成 31 年度新規事業） 
回 ― ― ― 2 2 

② ①の養成者数（累計） 人 ― ― ― 59 86 

【短期】認識・知識 
「自主防災活動を認識している」人の割合 

[市民意識調査(3年毎)] 
％ ― 30.5 ― ― ― 

【中期】態度・行動 
防災リーダーによる地域主体の研修

等の実施回数 
回 ― ― ― １ 

― 

 

【長期】状況 

水害やがけ崩れ・山崩れの防止などの

防災対策及び総合防災訓練の充実 

に満足している人の割合[市民意識調査] 

％ 38.6 43.2 37.9 38.2 ― 

防災リーダー研修会 
避難所運営ゲーム HUSの実施風景 



70 

 

※新型コロナウイルス感染の状況から、平常とは異なる環境のため令和２年度は市民意識調査の実施を延期 

 

【地域防災力の向上】 ８－③ 避難行動要支援者名簿の登録促進 

課題 

客観的 

課題 大規模災害時は、自力避難が困難な高齢者や障害者などが犠牲になりやすい 

主観的 

課題 
・災害時には、防災関係機関だけでは対応が困難である 

・避難行動要支援者の把握ができなければ支援がいき届かない 

目標 
・避難行動要支援者名簿登録制度の認知度を高める 

・避難行動要支援者名簿登録者数を増やす 

内容 
名簿登録推進のため各団体が保有している情報を最大限活用し、避難行動要支援者名簿の登

録対象となる方へ、積極的な情報提供を行う。 

対象者 

【避難行動要支援者】 

 次に掲げる者のうち、在宅の者であって、災害が発生し、また、災害が発生する恐れが

ある場合に自力又は家族の協力による避難が困難である者とする 

ア 要介護３以上の認定を受けている者 

イ 身体障害者手帳１級又は２級の交付を受けている者 

ウ 療育手帳 Aの交付を受けている者 

エ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている者 

オ 要配慮者であって、名簿情報の避難支援等関係者への事前提供に同意する者 

カ 平成３１年１月末現在において、災害時要援護者名簿に登録している者 

実施者 市民、校区コミュニティ組織、民間企業、医療機関、防災関係機関、市など 

対策委員会の関わり 
・各委員の所属団体における名簿登録の促進への協力 

・セーフコミュニティ関連の啓発イベントでの周知活動への協力 

令和２年度

の実績 

及び 

改善した点等 

【実績及び改善点】 

１ 各校区の名簿差し替え時に登録促進の協力を依頼 

２ 防災リーダー研修会や校区の説明会等で制度を説明し、登録促進の協力を依頼 

３ 新規名簿登録対象者等への登録促進 DMの送付（約 190件） 

４ 基幹相談支援センター主催研修会で名簿制度を説明した。 

  （新型コロナウイルス感染拡大防止のため基幹相談支援センターHPに動画掲載） 

令和３年度

の方針 

及び 

課題等 

【課題】・名簿登録制度及び名簿の活用方法の周知 

    ・避難行動要支援者の支援体制構築 

【方針】・避難行動要支援者名簿登録制度及び名簿の活用方法の周知・啓発 

・名簿未登録の避難行動要支援者に対する登録促進 

・民生委員による在宅高齢者基礎調査時に必要な方への登録促進 

・名簿を活用した図上訓練等により、避難行動要支援者の支援体制を構築 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 

① 避難行動要支援者名簿制度の説

明実施回数 
回 － － － 67 67 

② ①の参加者数 人 － － － 1,326 858 

【短期】認識・知識 避難行動要支援者名簿の認知度 ％ － － － － － 

【中期】態度・行動 避難行動要支援者名簿の登録率 ％ － － － 50.11 48.08 

【長期】状況 

水害やがけ崩れ・山崩れの防止などの

防災対策及び総合防災訓練の充実 

に満足している人の割合[市民意識調査] 

％ 38.6 43.2 37.9 38.2 － 
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【地域防災力の向上】 ８－④ 避難行動要支援者個別支援計画の充実 

課題 

客観的 

課題 
大規模災害時は、自力避難が困難な高齢者や障害者などが犠牲になりやすい 

主観的 

課題 

・災害時には、防災関係機関だけでは対応が困難である 

・避難行動要支援者を支援する人や避難経路・計画等が具体的に決まっていない地域があ

る 

目標 地域の避難支援等関係者による避難行動要支援者の情報の共有と個別支援計画の具体化 

内容 
災害時の避難行動要支援者支援の実効性をより高めるために、図上訓練などを通じて個別支

援計画の作成・具体化を行い、合わせて地域における共助の仕組みづくりを推進する。 

対象者 

【避難行動要支援者】 

 次に掲げる者のうち、在宅の者であって、災害が発生し、また、災害が発生する恐れが

ある場合に自力又は家族の協力による避難が困難である者とする 

ア 要介護３以上の認定を受けている者 

イ 身体障害者手帳１級又は２級の交付を受けている者 

ウ 療育手帳 Aの交付を受けている者 

エ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている者 

オ 要配慮者であって、名簿情報の避難支援等関係者への事前提供に同意する者 

カ 平成３１年１月末現在において、災害時要援護者名簿に登録している者 

実施者 市民、校区コミュニティ組織、民間企業、医療機関、防災関係機関、市など 

対策委員会の関わり 図上訓練実施の際等に各委員の所属団体内において訓練等への参加協力 

令和２年度

の実績 

及び 

改善した点等 

【実績】 ・名簿を活用した図上訓練実施校区数 

９校区（４４校区／４６校区で実施完了） 

     ・未実施 1校区自治連会議での事業説明 

 

【改善点】・重心分科会と協力し、医療的ケアが必要な方の 

避難支援について、当事者家族や地域の支援者などと 

１事例をモデル的に検討した。  

令和３年度

の方針 

及び 

課題等 

【課題】・図上訓練未実施校区での訓練実施 

・各校区における継続的な訓練実施 

・避難行動要支援者本人の訓練や個別支援計画策定への参加 

・特にハイリスクな避難行動要支援者の個別支援計画の具体化 

【方針】・図上訓練未実施校区での訓練実施と各校区における継続的な訓練実施の働きか

けの強化 

・避難行動要支援者自らの身体や生活に合った避難行動や必要な備えなどを考 

える出前講座メニューの追加 

・地域の避難支援等関係者、専門職、社会福祉協議会などと連携し、避難行動要

支援者の個別支援計画を検討 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 
① 名簿を活用した図上訓練実施校区数（４６校区中） 校区 － － － 15 9 

② 名簿を活用した図上訓練実施回数（年毎） 件 － － － 16 16 

【短期】認識・知識 
図上訓練で個別支援の認識を高め、計

画充実に取り組んだ参加者数 
人 － － － 936 858 

【中期】態度・行動 
継続的な図上訓練実施校区数（２年に

１回以上） 
件 － － － 20 18 

【長期】状況 

水害やがけ崩れ・山崩れの防止などの

防災対策及び総合防災訓練の充実 

に満足している人の割合[市民意識調査] 

％ 38.6 43.2 37.9 38.2 － 

※新型コロナウイルス感染の状況から、平常とは異なる環境のため令和２年度は市民意識調査の実施を延期 

 

訓練風景 
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※新型コロナウイルス感染の状況から、平常とは異なる環境のため令和２年度は市民意識調査の実施を延期 

【地域防災力の向上】 ８－⑤ 地域の避難計画の作成 

課題 

客観的 

課題 
共助の取り組みには地域差があり、住民への周知・浸透が十分でない 

主観的 

課題 
・災害時には、防災関係機関だけでは対応が困難である 

・要支援者を支援する人や避難経路等の計画が具体的に決まっていない地域がある 

目標 
校区における避難計画作成 

マップを活用した避難訓練等の実施 

内容 
地域の危険箇所及び安全な経路・施設を把握し、より安全な避難ルートや集合場所など地域性

の実情に応じた避難計画を作成する。 

対象者 市民 

実施者 市民・校区・PTA・防犯協会・警察・市など 

対策委員会の関わり コミュニティ組織や校区の関係団体との連携 

令和２年度

の実績 

及び 

改善した点等 

【実績】 

自主防災マニュアル策定状況 

策定済：２４校区 

策定中：２１校区 

未策定：１校区 

策定中、未策定の校区へはマニュアルの作成にあたって 

ポイントや他の校区のマニュアルなどを参考にし、 

策定の促進をおこなった。 

 

第５回津福校区防災訓練の実施 

津福校区自主防災会を中心に防災士や各自治会役員 

津福小学校の先生などが参加し、 

福祉スペースのベッド・トイレのあり方について 

新型コロナウイルス感染症対策をおこないながら 

訓練を実施した。 

 

令和３年度

の方針 

及び 

課題等 

自主防災マニュアルの作成支援 

策定中の校区へのフォロー、未策定校区への働きかけなど校区の自主防災マニュアルの

策定にむけて支援をおこなう 

また、策定済みの校区に対してはマニュアルを基に避難訓練等の実施に向けて働きかけ

をおこなっていく 

各校区における主体性のある研修・訓練の実施 

校区によって違う災害リスクに基づいた研修・訓練の促進 

指標 内容 単位 2016 2017 2018 2019 2020 

活動指標 マップ作成を新たに行った回数 
校区 1 2 2 2 0 

回 1 2 2 2 0 

【短期】認識・知識 
地域の避難所の認知度 

[市民意識調査(3年毎)] 
％ ― 82.2 ― ― ― 

【中期】態度・行動 マップ作成済校区の避難訓練参加者数 人 0 0 0 270  

【長期】状況 

水害やがけ崩れ・山崩れの防止などの

防災対策及び総合防災訓練の充実 

に満足している人の割合[市民意識調査] 

％ 38.6 43.2 37.9 38.2 ― 

第５回津福校区防災訓練風景 


